
平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

成
果
指
標

① 子育てのひろば利用者数 人 100,775 189,143 159,000 200,000

成
果
指
標

②
ファミリーサポートサー
ビス利用件数

件 25,894 28,415 30,000 30,000

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 18,971,32418,671,027 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 516,480 515,520 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 26,777 26,312 ―

％ ― 8.5 8.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

① 保育所入所希望者受入率 ％ 96.9 94.6 100 100

成
果
指
標

②
利用者の保育サービスに
対する満足度

％ 95.1 91.0 90 90

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 22,479,65424,403,022 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 9,462,4809,280,640 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 31,729 34,389 ―

％ ― 10.0 10.5 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

①待機児童の解消を図るため、私立保育
所の誘致や既存区立保育所の改築等によ
る定員の見直しによって、保育サービス定
員を拡大させる。そのため、国の「待機児
童加速化プラン」を活用するとともに、区有
地のみならず、国・都有地等を積極的に活
用する。
②多様な保育サービスを実現するため、費
用対効果を踏まえて区立保育所の委託化
を進める。
③運営費の助成制度を維持し、私立保育
所の安定した運営と保育サービスの向上
に努める。
④認可保育所を補充する中核施設として、
練馬駅北口区有地活用事業による「こども
ほっとステーション」内への認証保育所の
誘致を始め、需要の高い地域への整備に
努める。
⑤待機児童の中核となる0歳から2歳児ま
でを対象とする「グループ型家庭的保育事
業」の実施事業者の募集など、多様な保育
施設の誘致を図る。
⑥第三者評価アンケート調査などにより利
用者のニーズを把握し、よりよい保育サー
ビスが実施できるように努める。

教
育
委
員
会
事
務
局

こ
ど
も
家
庭
部

№112
就学前の子どもの
成長を支える

様々な保育サービ
スが充実し、各家
庭が必要なサービ
スを必要な時に利
用できることによ
り、就学前の子ど
もが健やかに成長
できる状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№11
子どもと子育て家
庭を地域で支える

経
費

コ
ス
ト
指
標

B1 B

長期計画の整備目標を前倒しし整
備しているものの、それを上回る
保育需要に応えきれていない実情
がある。
保育所に通所中の保護者の満足
度は90％以上と高い水準を維持し
ており、引き続き保育サービスの
量と質の向上に努めていく。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№111
地域で子育てを支
える 　地域社会全体で

家庭の「育てる
力」と子ども自ら
の「育つ力」を応
援することによっ
て、安心して子育
てができ、そし
て、子どもが健や
かに成長すること
ができる状態。

B A A
地域での子育て施策の利用実績
が上がっていることから、良好に進
んでいると評価できる。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

児童館内の学童クラブ移転あとに
関わらず、地区区民館の学童クラ
ブ移転あとにも子育てひろばを整
備していく。

教
育
委
員
会
事
務
局

№11
子どもと子育て家
庭を地域で支える

経
費

こ
ど
も
家
庭
部

コ
ス
ト
指
標

指標２
　歳出総額に占める割合



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
学童クラブ入会希望者受
入率

％ 95.0 97.0 100 100

成
果
指
標

② 児童館来館者の延べ人数 人 669,421 644,094 731,600 731,600

成
果
指
標

③
学童クラブと学校応援団
のひろばとの連携実施数

校 16 64 65 65

投入経費 千円 ― 2,944,0843,380,874 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,760,0801,729,520 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 4,155 4,764 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
子ども家庭相談の対応件
数

件数 1,318 2,460 1,754 1,866

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 367,982 408,810 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 151,120 165,040 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 519 576 ―

％ ― 0.2 0.2 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

立地条件の良い練馬駅北口に子
ども家庭の相談窓口を整備してい
く。また、児童虐待の件数は今後
も増加するとともに重度化・複雑
化・深刻化してきており、さらなる
対応体制の充実が必要である。今
後の体制の強化の観点から、非
常勤職員を含む職員体制の強化
が急務である。

教
育
委
員
会
事
務
局

こ
ど
も
家
庭
部

№114
支援が必要な子ど
もと子育て家庭を
応援する

保護や支援を要す
る児童や保護者に
対して、適切な対
応が図られ、ま
た、ひとり親家庭
が経済的に自立し
ていることによっ
て、子どもの健全
な成長と人権が守
られている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№11
子どもと子育て家
庭を地域で支える

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

児童虐待件数が増加する中でも、
子ども家庭支援センターの体制整
備により、適切な対応や支援が図
られている。

 
成
果
の
向
上

№113
学齢期の子どもの
成長を支える

児童が児童館・学
童クラブ・学校応
援団のひろばなど
を拠点として、
様々な活動に参
加・参画している
状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№11
子どもと子育て家
庭を地域で支える

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

児童館・学童クラブ・学校応援団の
ひろば事業などにより、児童の放
課後の居場所を確保しており、そ
れぞれの事業を連携して実施する
ことで、児童の健全育成が進んで
いる。また各事業が要保護児童対
策としての居場所として確保されて
おり、良好に進んでいる。
なお、学童クラブにおいて受入数
を拡大しているものの、学童クラブ
需要の地域偏在により待機児童
が発生している。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

①学童クラブの委託をさらに推進
する。
②練馬区放課後子どもプランに基
づき、ひろば室の夏季休業中の活
用など新たな放課後対策事業の
検討を進める。
③児童館指定管理者導入の検証
を行い、さらなる指定管理者導入
の検討を進める。
④中高生対応事業の実施児童館
を拡大する。
⑤練馬区放課後子どもプランに基
づき、学童クラブ事業と学校応援
団ひろば事業との連携を進める。

教
育
委
員
会
事
務
局

こ
ど
も
家
庭
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

① 学校応援団構成員数 人 2,131 4,987 3,225 3,250

成
果
指
標

②
学校安全安心ボランティ
ア事業の稼働率

％ 75 60 80 80

成
果
指
標

③

学校評議員として選出さ
れている地域住民の参加
者の割合

％ 17.0 16.4 20 20

投入経費 千円 ― 650,407 717,390 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 89,520 85,040 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 918 1,011 ―

％ ― 0.3 0.3 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標
①

幼稚園における幼小連携
事業（行事等を通じての
園児と児童の交流、教職
員間の情報共有や意見交
換等）の実施率

％ 68.1 91.3 100 100

成
果
指
標

②
区内幼稚園の定員に対す
る充員率

％ 88.4 87.1 90 90

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,864,9892,802,270 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 324,160 302,080 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 4,044 3,949 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

①幼稚園教育の振興を図るため、
幼稚園や園児の保護者に適切な
補助・援助を継続していく。
②幼稚園教育の充実を図るため、
幼小連携事業の実施を促進して
いく。
③配慮を要する幼児の就園を促
すため、区立幼稚園および私立幼
稚園における特別支援教育の更
なる充実を図っていく。
④国の制度設計や動向を踏まえ
ながら、幼稚園の認定こども園化
を促進していく。
⑤より安定した幼稚園の運営や財
政基盤を確立するため、個人立幼
稚園の法人化を促進していく。

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
振
興
部

№122
幼稚園教育を充実
する

幼児の就園が確保
され、より良い教
育環境の中、健や
かな成長を促すこ
とができる状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№12

子どもが楽しく学
ぶことができ、地
域に開かれた学校
教育を進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

私立幼稚園協会との連携の強化
を図り、幼小連携の拡充を図るこ
とができた。一方、区立幼稚園は
特別支援教育の充実や未就園児
保育事業等を展開したが、就園率
はほぼ横ばいである。しかし、３歳
児からの保育が中心である私立幼
稚園の園児保護者への助成の充
実が就園需要を呼び込んでおり、
練馬区全体の幼稚園教育の充実
は一定程度進んでいるものと評価
できる。

 
成
果
の
向
上

№121
地域の特色を生か
した教育を推進す
る 区立幼稚園、小中

学校が家庭、地域
社会と連携し地域
の特性を活かした
特色ある教育活動
を進めるととも
に、地域の核とし
て学校施設が活用
されている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№12

子供が楽しく学ぶ
ことができ、地域
に開かれた学校教
育を進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B
地域社会との連携の体制はある
程度できているが、地域住民の参
加が十分にはできていないため。

 
成
果
の
向
上

①各学校応援団相互の情報交換
および学校応援団と行政の情報
交換を目的として、引き続き情報
交換会を実施する。また、学校応
援団構成員の技術・知識啓発を目
的とした研修を引き続き実施す
る。
②引き続き「教育だより」への紹介
記事の掲載等広報活動を継続し
ていく。また、現状を踏まえ、今後
当事業をどのように運営していく
か検討していく。
③学校評議員を各校（園）から推
薦する際に、可能な限り地域住民
を取り入れていくように働きかけを
行っていく。

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
振
興
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

「全国学力・学習状況調
査」中学3年生・数学の
主として知識に関する問
題の平均正答率

％ 65.2 66.1
（全国の
平均正答
率）

（全国の
平均正答
率）

成
果
指
標

②
区学力調査　英語正答率
（中学校第3学年）

％ 実施せず 72.0
(期待正
答率）

(期待正
答率）

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 858,307 866,790 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 47,200 52,560 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,211 1,222 ―

％ ― 0.4 0.4 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

小中学校校舎・体育館の
耐震性能を確保した校数
の割合

％ 32.3 90.9 94.9 －

成
果
指
標

②
学校緑化や新エネルギー
装置等を整備した学校数

校 47 55 58 64

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 8,425,42810,660,458 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 350,240 382,720 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 11,892 15,023 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

①当初23年度で耐震補強工事は
完了する予定であったが、診断基
準の変更等に伴い再診断を行っ
たところ、耐震性能が確保できて
いない学校施設があることが判明
した。児童・生徒の安全性の確保
とともに学校施設は災害時に避難
拠点としての機能もあることから、
引き続き優先して耐震補強工事を
行う。教育環境の整備については
学校施設の現況調査、記録化を
進め、計画的に実施していく。
②学校の状況や維持管理の容易
さ等を勘案し、計画的に学校緑化
を進めて行く。

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
振
興
部

№124
教育環境を充実す
る

児童・生徒の安全
が確保され、より
良い環境のもとで
学習ができ、その
効果を十分に高め
ている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№12

子どもが楽しく学
ぶことができ、地
域に開かれた学校
教育を進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

教育環境を整備していく中で、安
全安心の面から校舎・体育館の耐
震補強工事もほぼ計画的に進ん
でいる。また、みどり３０に基づい
た学校の緑化も、計画的に進めて
いる。

 
成
果
の
向
上

№123
小中学校の教育内
容を充実する

児童・生徒一人ひ
とりが、基礎学力
や体力、社会的
ルールを身につ
け、学校が真に楽
しい学びの場と
なっている。ま
た、個々の教育的
ニーズを把握し、
その可能性を最大
限に伸ばし、生活
や学習上の困難を
改善または克服す
るため、適切な指
導および必要な支
援ができている状
態。

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№12

子どもが楽しく学
ぶことができ、地
域に開かれた学校
教育を進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

・児童生徒の向上心・達成感の向
上に結び付けることができた。
・教員の職務への責任感・指導技
術開発への意欲の向上につな
がった。
・保護者からの評価も高まってい
る。

 
成
果
の
向
上

学力調査結果の分析を通して、理
科等、苦手教科の克服につなげて
いく。

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
振
興
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

朝食に主食とおかず等を
そろえて食べた児童・生
徒の割合

割合 4.7 66.0 67 70

成
果
指
標

②
学校給食の調理業務を委
託している学校の数

校 30 60 63 65

成
果
指
標

③ 就学時健康診断受診率 ％ － 96.1 95.0 95

投入経費 千円 ― 4,006,0554,051,557 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,598,4801,561,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 5,654 5,710 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

企画・運営のスタッフと
して青少年が参加してい
る子ども会事業の割合

％ 51 63 80 100

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 210,574 213,606 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 115,280 110,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 297 301 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

　平成24年度の組織改正により、
それまで教育委員会で行われて
いた青少年の自主的・自立的な活
動を支援する社会教育事業と一体
的に実施できるようになった。今
後、これまでの子ども会事業に限
らず、情報教育推進事業やねりま
若者サポートステーションなど他
の事業においても青少年の自主
的・自立的な活動を支援する取組
みを進めていく。

教
育
委
員
会
事
務
局

こ
ど
も
家
庭
部

№131
青少年の自主的な
活動を支援する

青少年が地域社会
の一員として、自
主的に地域行事や
ボランティア活動
に参加し、また、
職業体験などを通
じて、地域社会と
のつながりが醸成
され、青少年の自
立の意欲が高まっ
ている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№13
青少年を健やかに
育成する

経
費

コ
ス
ト
指
標

B2 B

①企画・運営のスタッフとして青少
年が参加している子ども会事業が
増えている。
②地域において青少年の自主的・
自立的活動を支援する事業は、青
少年委員や青少年育成地区委員
との協働事業として行われており、
費用対効果が高い。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

№125
児童・生徒の健や
かな体の成長を促
す

児童･生徒の「生
きる力」の基礎と
なる健康と体力が
十分はぐくまれ、
食に関する指導が
充実した状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№12

子どもが楽しく学
ぶことができ、地
域に開かれた学校
教育を進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

「練馬区小中学校における食育推
進計画（平成２０年度～２３年度）」
に引き続き、「第2次練馬区立小中
学校における食育推進計画(平成
２４年度～２６年度）」を策定し、学
校給食を食育の「生きた教材」とし
て重視し、学校の教育活動全体に
よる食に関する指導を一層推進す
ることができる体制を整えた。ま
た、23年度から施設給食課独自で
「朝ごはん調べ」を全小中学校を
対象に行い、朝ごはんをきちんと
食べる習慣の促進を図った。ま
た、行政改革推進プランに基づき
学校給食業務の委託化を図った。

 
成
果
の
向
上

①児童・生徒の健やかな体の成長
を促すため、学校における食育推
進の方法と達成度がわかる「食育
の推進状況確認シート」を作成し、
各学校で食に関する指導の充実
が図られるようにする。
②学校給食の調理業務の委託化
を引き続き推進する。
③就学時健康診断、校外学習の
実施、環境衛生検査等の実施に
より児童生徒の健康推進を図って
いく。

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
振
興
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

青少年育成地区委員会事
業に参加した青少年の延
べ人数

人 80,505 83,300 85,000 85,000

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 224,556 206,525 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 163,280 145,760 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 317 291 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

№132

家庭・学校・地域
で連携して青少年
の健全育成を推進
する

社会全体で次代を
担う青少年の健全
育成に取り組み、
青少年が健やかに
成長している状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№13
 青少年を健やか
に育成する

引き続き、地域の青少年育成地区
委員や住民が地域の実情に合わ
せた行事づくりを行い、地域の青
少年が社会に参加し健全な育成
を促していく。また、参加が少ない
傾向にある中学生について、参加
できるような体制を整える。

教
育
委
員
会
事
務
局

こ
ど
も
家
庭
部

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

多くの青少年が地域の行事に参
加している状態にあり、概ね良好
に進んでいる。今後、参加していな
い青少年も参加できるようにしてい
くことが必要である。

 
成
果
の
向
上



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

成
果
指
標
①

練馬区国民健康保険の特
定健康診査の受診者のう
ち、メタボリックシンド
ローム該当者・予備群の
人数

人
6,147
（実数）

5,484
(未確定
値）

10％以上
減少を維
持

10％以上
減少を維
持

成
果
指
標
②

がん検診受診率 ％ 16.3 17.7 50 50

成
果
指

標
③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,577,8862,450,258 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 450,560473,440―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,6393,453―

％ ― 1.2 1.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
食育に関心を持っている
区民の割合

％ 75.0 94.5 95 95

成
果
指
標

②

禁煙支援薬局において禁
煙相談および禁煙補助剤
の助成利用者の禁煙達成
状況

％ － 50 － －

成
果
指

標
③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 46,23944,537―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 38,72037,120―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 65 63 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

「練馬区食育推進ネットワーク会
議」を中心に、区民、団体との関係
性を育成し、協働の基、健康に暮
らせる食環境を実現する。
練馬区薬剤師会との協働関係を生
かして、乳児と同居する喫煙者（主
に父親）を対象とした乳児の受動
喫煙防止推進事業に取り組む。

健
康
福
祉
事
業
本
部

健
康
部

№212
健康づくりの条件
整備を行う

区民が「健康」や
「食」の大切さに
ついて意識を高
め、「健康」や
「食」に関して信
頼できる情報に基
づく適切な判断を
行うことによっ
て、健全な食生活
を送り、心身の健
康を増進すること
ができるようにな
るとともに、地区
組織、地域ボラン
ティア、関係団
体・事業者など
が、行政と連携す
ることにより、区
民の健康づくり活
動が推進されてい
る状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№21
健康な暮らしを支
える

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

これまでの取り組みにより、食育関
係者のネットワーク構築されつつあ
り、区民の食育や受動喫煙防止な
どの健康づくりについての意識も高
まってきている。区民の健康を更に
増進するために、今後も区民、事
業者と協働し、健康づくりの条件整
備を推進していく。

 
成
果
の
向
上

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№211
健康づくりを支援
する

乳幼児、児童・生
徒、成人、高齢者
の各年代で健康目
標を持ち、区民一
人ひとりが健康づ
くりに取組み、心
身ともに健やかに
生活できる状態

A B1 A

・メタボリックシンドロームの該当
者・予備群が着実に減少し、生活
習慣病の発症リスクを有する者の
減少につながっている。
・がん検診は一定の自己負担額を
設定する等、受益者負担の適正化
を図っている。
・成果指標以外でも、特定健康診
査の受診率は平成22年度から改
善が見られるなど、健康づくりに関
する区民の取り組みが一定程度進
んでいる。
・この施策に属する事務事業（20事
業）のうち、総合評価がＡＡまたはＡ
が13事業（65％）である。

 
成
果
の
向
上

①乳幼児と親の健康づくりについては、子
育て支援の観点での虐待予防等も視野に
入れた受診勧奨を行い、各健診の受診率
向上に取り組む。
②児童・生徒の健康づくりについては、引き
続き歯と口の健康に関する普及・啓発に努
めるとともに、健康診断における生活習慣
病検査の受診率の改善を図る。
③庁内検討会議で、母子保健・たばこ対策・
食育推進などの事業で、健診・検診制度と
も連携した事業実施を検討する。
④引き続き、若年層を対象とした動画広報
や受診勧奨等により、特定健康診査・特定
保健指導の実施率向上を推進する。
⑤新たな特定保健指導受託事業者のノウ
ハウを生かした健康セミナーの開催などに
より、特定保健指導の質の向上を図る。
⑥庁内検討会議での検討に基づき、「フィー
ドバック文例集の活用」など、特定保健指導
対象者のうち特定保健指導を利用しない者
や、非肥満者に対する情報提供の充実を図
る。
⑦土日・夜間の実施の拡充や託児室の設
置など、働き盛りと子育て世代が健康診査・
がん検診等を受診しやすい環境を整備す
る。
⑧特に子宮がん・乳がん検診について、再
受診勧奨の内容を改善し、受診率向上を図
る。

健
康
福
祉
事
業
本
部

№21
健康な暮らしを支
える

経
費

健
康
部コ

ス
ト
指
標

指標２
　歳出総額に占める割合



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
　麻しん風しん混合ワク
チン1期、2期の接種率

％ 98.7 97.1 100 100

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 1,951,6621,556,081 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 149,120141,040―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,7552,193―

％ ― 0.9 0.7 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
収去した食品等の基準不
適合率

％ 8.9 9.4 6 5

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 635,181599,378―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 398,320379,280―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 897 845 ―

％ ― 0.3 0.3 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

○食品衛生関連では、検査不適合施設に
ついて、再検査および監視指導を実施し食
中毒を予防する。消費者団体・事業者団体
との協働により、リスクコミュニケーションの
充実に努める。緊急監視やこれに対応した
区民への広報など、臨機応変な対応に努め
る。
○環境衛生関連では、試験検査係が生活
衛生課に編入されたことを機に、一層連携
を密にする。その一環としてレジオネラ症対
策事業を重点項目と定め、公衆浴場および
プールの理化学検査適合率が向上するよ
う、効率的・効果的な監視指導に努める。地
域主権改革に伴う区条例等の施行を機に、
各分野の事業者団体等との協働体制の構
築に取り組む。
○専門職員の一層の資質の向上を図る。
○害虫相談窓口を専門業者に委託したり、
試験検査の一部を専門機関に委託する等、
専門事業者のノウハウを活用するための取
り組みを進めている。今後も専門機関の一
層の活用と連携を図る。
○ＮＰＯ団体との協働、区民・区民団体との
連携を一層促進することで、行政の枠を越
えた課題にも取り組む。

健
康
福
祉
事
業
本
部

健
康
部

№214
安全な衛生環境を
確保する

区内の食品を取り
扱う施設や理容
所・美容所、公衆
浴場、薬局等を区
民が安心して利用
できる衛生状況が
確保できている状
態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№21
健康な暮らしを支
える

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

衛生関係営業者に対する許認可と
いう基本的業務と並行して、衛生
的環境を確保し安全性を高め、さ
まざまな区民の要望にこたえるべ
く、衛生関係営業者の調査・監視
指導や緊急対応、苦情対応を行っ
ている。ＮＰＯ団体との協働、区民
ボランティアとの連携等により行政
の枠を越えて課題に取り組み、対
応の幅を広げている。また、区民に
対し衛生に関する普及啓発活動を
広く実施し、区民の自主的な取り組
みを促している。この結果、区内で
は良好な衛生水準が確保されてい
る。

 
成
果
の
向
上

№213
健康に関する危機
管理を行う 　区民の生命、健

康が損なわれる危
機を回避し、健康
危機の発生時には
被害を最小限にと
どめることによ
り、区民が日常生
活を安心して送る
ことができている
状態。

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№21
健康な暮らしを支
える

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A
　予防接種については、制度改正
に的確な対応を行い、混乱なく進
めているため。

 
成
果
の
向
上

①予防接種関係法令改正による、
ヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がん
予防接種の定期接種化など、予防
接種の制度改正にあわせ、適切な
対応をとると同時に、可能な限り接
種率を向上させる。
②感染症予防に重点を置き、区
民、医師会への情報提供を適切に
行う。
③国・都の行動計画、および、ガイ
ドラインを踏まえ、新型インフルエ
ンザ対策を進める。

健
康
福
祉
事
業
本
部

健
康
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
練馬区内病院の一般・療
養病床数

床 1,9121,909－ 2,259

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 1,057,755 515,949―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 63,04058,960―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,493 727 ―

％ ― 0.5 0.2 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
人材育成事業で養成した
人数（年間）

人 174 121 100 100

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 247,047269,866―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 42,96042,960―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 349 380 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

【№2地域福祉推進事務（協働の推
進）】
・区民の生活実態に即した事業実
施ができるよう、区民との協働を主
眼において、検討を進めていく。

【№4地域福祉パワーアップカレッ
ジ運営事務】
・カリキュラムの充実をはかる。

【№5地域福祉推進事務（補助金交
付）】
・引き続き、地域福祉活動団体の
運営が安定して行えるよう、地域住
民相互の助け合いを基調とする取
り組みに対する運営費等の助成
や、広報等の支援を行い、地域福
祉の向上に寄与する。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№231
地域福祉活動との
協働を進める 地域社会で生活す

る区民が、一人ひ
とり尊重され、自
立した生活が送れ
るように、様々な
課題の解決に向け
て区民が行政とと
もに地域の中でそ
の役割を担ってい
る状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№23
地域で福祉を支え
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

福祉課題や生活上の課題が多様
化・複雑化する中で、より区民満足
度の高い地域社会を実現するため
には、地域福祉活動団体と区が、
それぞれの持ち味を十分に発揮し
ながら連携・協力して取り組むこと
が、求められている。
　そのためには、地域において福
祉活動を行う人材を養成するととも
に、区との協働を一層推進するた
めの体制を整備し、地域福祉活動
団体が活発に活動するための環境
整備に継続して取り組んでいく。

 
成
果
の
向
上

№221
地域における医療
体制を確立する

区内の病床が確保
されるとともに、
医療関係機関相互
の連携体制が構築
され、地域医療の
環境が整っている
状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№22
安心して医療を受
けられる環境を整
える

経
費

コ
ス
ト
指
標

B1 B

　新たな病床の整備は実現できて
いないが、東京都への働きかけの
結果、平成25年3月改定の東京都
保健医療計画において二次保健
医療圏の基準病床数が増加し、新
たな病床整備が可能となった。新
病院整備の一つの手法として、整
備に積極的な医療法人への支援
のあり方など様々な整備手法の検
討を踏まえ、新病院整備計画を策
定する。

 
成
果
の
向
上

新たな病院の整備あるいは誘致、
既存病院の増床計画、既存病院
への支援など病床の確保に関する
様々な事業を引き続き検討し、実
施する。
災害時医療救護体制の構築にお
いては、練馬区災害医療コーディ
ネーターの設置や医薬品の確保な
ど実態的な対策を講じる。

健
康
福
祉
事
業
本
部

地
域
医
療
担
当
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標
①

公的な窓口に寄せられる
相談件数

件 260,898340,146－ 300,000

成
果
指
標
②

－ － － － － －

成
果
指
標
③

－ － － － － －

投入経費 千円 ― 248,181285,117―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 158,000174,400―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 350 402 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

№232
保健福祉の総合支
援体制を確立する

事業者等による地
域の相談支援体制
と行政における保
健・医療・福祉の
各機関とが連携し
た相談支援体制等
を構築することに
より、だれもが1人
ひとりの尊厳を尊
重され、安心して
地域で生活し続け
られる状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№23
地域で福祉を支え
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

　区では、保健福祉サービスの総
合支援窓口である総合福祉事務所
や保健相談所の充実を図るととも
に、より専門的な相談に対応できる
よう、体制の整備に努めてきた。
　平成18年4月の介護保険法の改
正を受けて、区内4か所の総合福
祉事務所に区直営の地域包括支
援センター（本所）を設置した。さら
に平成19年4月には、従来の在宅
介護支援センターに併設して、地
域包括支援センター支所を開設し
た。現在では支所を24か所に拡充
し、高齢者などの総合相談機能を
担う機関として運営している（呼称
は「高齢者相談センター」）。
　また、障害者の生活に関するさま
ざまな相談に応じ、適切な支援や
サービスにつなげるために、障害
者地域生活支援センターを区内4
か所に整備している。
　介護人材育成・研修センターの運
営に加え、平成26年7月には、障害
福祉人材・研修センターを開設し、
区内の福祉施設に勤務する職員
の育成や人材確保などの支援を
行っている。
　さらに、災害時要援護者対策で
は、名簿登録者に対して、安否確
認や避難誘導等に必要な、視覚・
聴覚・言語などの身体状況の調査
の実施に向けた検討を行った。

 
成
果
の
向
上

【№1　民生委員・児童委員事務】
①平成25年度は3年に一度の一斉改選にあ
たるため、地区協議会および関係所管と連
携をとり、委嘱事務を滞りなく進めていく。
②民生委員活動周知のための広報活動
や、その他各種イベントでの参加を促進す
ることで、民生・児童委員活動の一層の普
及を行っていく。
【№2　地域福祉推進事務（保健・福祉共同
研修）】
保健・福祉・医療の連携について、当事業を
継続してきたことで、本来目的は達成できた
と考えられる。
現在は、担当課企画研修の充実等、保健福
祉分野の知識を得る機会が充実してきてお
り、平成25年度以降は、そちらを活用するこ
ととする。
【№3　災害時要援護者対策事務（名簿作
成）】
①災害時要援護者名簿について、より実効
性のある活用が図れるよう、名簿内容に登
録者の身体状況（視覚・聴覚等）を登載する
とともに、改めて登録の意思を確認するた
め、全件調査を実施する。
②関連部課（防災課）と連携をとりながら、
地域における安否確認システム定着を目指
して働きかけていく。
【№4　介護人材育成・研修センター支援事
務】
平成25年度は介護人材育成・研修センター
の旧光が丘第二小学校跡施設への移転を
進め、平成26年度開設を目指す。
人材育成事業については、より実践的な研
修内容を中心とした研修カリキュラムで実施
する。
人材確保事業については、求める人材と応
募する人材のミスマッチを解消できるよう、
対象者を絞ったセミナーの充実を図る。
【№5　練馬障害福祉人材育成・研修セン
ター整備事務】
（平成25年3月事業完了）
【№6　生活保護法にもとづく保護事務（面接
相談）】
平成27年4月から「生活困窮者支援法」が施
行予定のため、相談業務が増加すると考え
られるので、今後の相談体制についての検
討が必要である。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標
①

成年後見制度区長申立件
数

件 26 52 34 35

成
果
指
標
②

－ － － － － －

成
果
指
標
③

－ － － － － －

投入経費 千円 ― 144,935131,364―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 16,04024,720―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 205 185 ―

％ ― 0.0 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

福祉のまちづくりの推進に関す
る計画の基本方針等実現のた
め、区民が行政をパートナーと
して開始した活動の合計数

件 32 57 60 63

成
果
指

標
②

－ － － － － －

成
果
指

標
③

－ － － － － －

投入経費 千円 ― 34,58635,439―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 16,80016,800―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 49 50 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

【№1　権利擁護事務】
①練馬区の「成年後見制度推進機関」であ
る社会福祉協議会権利擁護センターと協力
して、制度の普及、相談活動の充実や、家
族会等の地域活動団体が実施する相談会
の支援に取り組む。
②報酬助成制度や社会貢献型後見人の活
用等を通じて、成年後見制度の利用支援を
行う。
③社会貢献型後見人養成事業における研
修内容の充実や、社会福祉協議会による後
見監督業務の実施および後見人連絡会の
開催等、成年後見人の養成・支援を進め
る。
【№2　保健福祉サービス苦情調整委員事
務】
引き続き、制度の周知・普及に努める。
【№3　福祉サービス第三者評価受審支援
事務】
平成24年度の介護保険法改正により新設さ
れた定期巡回・随時対応型訪問介護看護
事業につき、第三者評価の受審義務が課さ
れた。区においても、要綱の改正等当該
サービスへの対応を行い、新サービスの提
供事業者において、受審・費用の助成がス
ムーズに運ぶよう支援する。
【№4　福祉情報システム運用事務】
システムの安定稼働をめざし、必要な手順
等の見直しを実施する。
また、今後予定されている、マイナンバー対
応や、次回再構築に向け、必要な情報を収
集していく。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№234
福祉のまちづくり
の考え方を広める

年齢や障害の有無
等に関わらず、だ
れもが自由に社会
参加ができ、ノー
マライゼーション
の考え方がすべて
の人の心の中に深
められた状態。

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№23
地域で福祉を支え
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

福祉のまちづくり推進事業への参
加者の増加などから、取組みが仕
組みとして定着し、ネットワークが
広がってきている。

 
成
果
の
向
上

【№1福祉のまちづくり推進事務（区
民協議会）】
福祉のまちづくり総合計画の取組
み状況を検証するとともに、区民と
の協働でより一層の福祉のまちづ
くり活動の推進を図る。
【№2福祉のまちづくり推進事務（普
及・啓発活動）】
福祉のまちづくりパートナーシップ
区民活動支援事業の継続発展的
な支援を行うとともに、福祉のまち
づくり総合計画の改定に伴い、「福
祉のまちづくり２００人モニター」を
「福祉のまちづくりサポーター」に変
更し、区民の福祉のまちづくり活動
がより活発に行われるよう取り組
む。また、福祉のまちづくり活動の
より一層の推進を図るため、「ユニ
バーサルデザイン推進ひろば」と
連携しながら事業の実施を行う。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№233 
保健福祉サービス
の利用を支援する

保健福祉サービス
を利用しようとす
る区民が、必要と
するサービスに関
する情報を容易に
入手し、利用でき
るとともに、認知
症高齢者など自分
で選択し手続きす
ることが困難な方
へ、支援を充実す
ることで、だれも
が自分にあった
サービスを選択し
利用できる状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№23
地域で福祉を支え
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

福祉部経営課、総合福祉事務所、
高齢者相談センター、保健相談所
および社会福祉協議会に設置して
いる権利擁護センター等の関係機
関が連携して、成年後見制度の利
用に係る相談、支援、周知を行って
おり、制度の認知度が高まるととも
に、制度の利用者も増加傾向にあ
る。
また、職員向けの研修や関係者連
絡会も開催しており、年々、成年後
見制度に関する職員の理解も深
まっている。
さらに、外部の専門家（弁護士や司
法書士、社会福祉士など）を交えた
成年後見ねりま地域ネットワーク会
議」を設けて、関係者の協力のも
と、成年後見制度の活用に向けた
体制整備も進んでいる。
なお、福祉情報システムの再構築
により、各種データの高度利用とセ
キュリティの強化が実現している。

 
成
果
の
向
上



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
高齢者センターと敬老
館・敬老室の登録者数

人 19,01510,15921,50022,000

成
果
指
標

②
シルバー人材センターの
会員数

人 3,6843,7944,3004,300

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 862,949909,513―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 151,040114,800―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,2181,282―

％ ― 0.4 0.4 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
二次予防事業の対象者の
二次予防事業参加者数

人 291 830 960 960

成
果
指
標

②

基本チェックリスト（健
康長寿チェックリスト）
の実施率

％ 50.5 71.0 60 60

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 347,964359,039―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 72,96071,360―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 491 506 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ―
一般会計・介
護保険会計

一般会計・介
護保険会計 ―

平成24年度に引き続き直営敬老館
の委託化を進めるとともに高齢者
の社会参加を支援する拠点機能
の充実を図り、高齢者が主体的に
身近な地域で活動が行なえる環境
を整える。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№242
特定高齢者等を支
援する

生活機能の低下を
早期に発見し、二
次予防事業の対象
者が、主体的に介
護予防に取り組
み、できる限り自
立した生活を送る
ことができ、地域
や家庭でいきいき
と活動している状
態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

二次予防事業の対象者の把握方
法の変更や、魅力的な介護予防プ
ログラムの提供、わかりやすい名
称の変更、介護予防事業の必要性
や意義の周知を強化することで区
民の介護予防への取り組みは進ん
できている。

 
効
率
化

①二次予防事業の対象者把握に
係る経費について、より効率的な
運営を行い見直しを図る。
②一次予防事業で介護予防の必
要性・意義の理解を広め、介護が
必要となるリスクが高い状態を早
期発見し、さらに生活機能の低下
を食い止めるため二次予防事業を
利用する。介護予防システム全体
の一体化を図る。
③二次予防事業の対象者把握で
健康長寿チェックシートの返送がな
い区民の特性を分析し、より、リス
クが高い高齢者への対応方法を検
討する。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№241
高齢者の多様な社
会参加を促進する

高齢者が主体的
に、身近な地域
で、老人クラブ・
町会・自治会・ボ
ランティア・ＮＰ
Ｏなど地域活動へ
の参加や就労によ
り、地域社会を担
う一因として、い
きいきとした生活
を送っている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

24年度は個人利用登録証の更新
の年となるため、指標①の目標値
は達成できなかったが、事務事業
の指標となっている利用者数は、
高齢者センター、敬老館・敬老室の
いずれも目標を上回ることができ
た。また、敬老館の委託化もすす
め、効率的な運営を図ることができ
ている。

 
効
率
化



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
高齢者相談センター（本
所・支所）の相談件数

件 98,061138,467134,000138,000

成
果
指
標

②
施設介護サポーターの受
入施設数

施設 2 40 46 53

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,076,9332,185,519 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 610,720625,440―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,9313,080―

％ ― 0.8 0.8 ―

会計名 ―
一般会計・介
護保険会計

一般会計・介
護保険会計 ―

成
果
指
標

① 介護保険施設の整備率 ％ 1.7 1.7 2.2 2.3

成
果
指
標

②
法人選定委員会にて選定
された事業者数

件 1 12 6 5

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 1,736,4671,991,347 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 57,68063,040―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,4512,806―

％ ― 0.8 0.9 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

国は、地域包括ケアシステムの実
現に向け、包括的な支援体制を推
進するために、地域包括支援セン
ターが開催する「地域ケア会議」
を、高齢者個人に対する支援の充
実を図るとともに、それを支える社
会基盤の整備を図る一つの手段と
して位置づけた。区では、地域ケア
会議のあり方について検討し、有
効に機能するような体制を整備す
る。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№244
高齢者の生活基盤
づくりを支援する

要介護状態になっ
ても、各種の在宅
サービスを利用し
ながら自宅で生活
ができ、要介護度
が重度化し自宅で
の生活が困難と
なった場合には、
長く待機すること
なく施設サービス
が利用できる状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

施設種別により進捗状況に差異は
あるものの、事業者との相談、協議
を積極的に行っており、着実に介
護基盤となる施設・拠点の整備が
進んでいる。

 
成
果
の
向
上

平成24年度に引き続き、区独自補
助事業の実施により、更なる整備
促進を図る。また、区をはじめとす
る国・東京都等の公有地活用の可
能性についても検討を行う。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№243
要支援・要介護高
齢者を支援する

医療との連携に十
分配慮しながら、
要支援状態・要介
護状態の軽減・悪
化の防止に役立つ
など、本人の選択
に基づいた適切な
介護保険サービ
ス・福祉サービス
が多様な事業者・
施設から総合的か
つ効率的に提供さ
れている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

高齢者相談センター支所が身近な
相談窓口や見守りネットワークの
拠点としての認知度が向上し、相
談件数が増加している。介護保険
や生活支援サービスの受付業務を
担うことで、相談者に対し、効果的
な支援を行うことができている。ま
た、相談業務のみならず、圏域内
のネットワークを構築し、地域住民
との連携や介護施設、医療機関と
の連携を図り、地域包括ケアシス
テムの実現を推進している。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
ひとりぐらし高齢者等実
態把握件数

人 22,97025,30523,80526,823

成
果
指
標

②
認知症サポーター養成講
座受講者数（累計）

人 2,5229,2859,50010,000

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 118,144111,546―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 44,40036,960―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 167 157 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ―
一般会計・介
護保険会計

一般会計・介
護保険会計 ―

成
果
指
標

①
障害者地域生活支援セン
ターの相談件数

件 9,37927,13521,50022,000

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 164,508216,458―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 3,2002,880―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 232 305 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成果指標①
現行方式による調査（新たに対象
となる区民のみ）では、時間的経過
による身体状況等の変化を反映す
ることができず、平成26年度以降
の実施方式について、全件調査の
実施を検討することとし、平成25年
度について本事業は休止とする。
（平成26年度実施）
成果指標②
小中学生等を対象としたサポー
ター養成講座の拡充を図り、幅広
い年齢層のサポーターを養成す
る。また、サポーターを対象に、地
域で困っている人を見かけた時の
対応方法を学ぶフォローアップ講
座を行い、実践力の向上を図る。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№251
総合相談体制を構
築する

障害者が、日々の
暮らしの中で抱え
ているニーズや課
題にきめ細かい対
応を受けられる身
近な相談支援を通
して、必要に応じ
て適切なサービス
や支援を利用しな
がら、地域の中で
自分らしく安心し
て自立した生活を
送っている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№25
障害者が自立して
生活できるよう支
援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

平成22年度に大泉障害者地域生
活支援センター「さくら」が整備され
たことにより、各地域における相談
窓口が整備されたと言える。
また、各センターにおいて、様々な
障害を持った方の相談に応じ、
年々相談件数を伸ばしており、良
好に進んでいると判断できる。

 
成
果
の
向
上

　平成25年度も引き続き、「基幹相
談支援センター」の事業計画を検
討し、平成26年度中の設置を目指
す。
　また、相談支援事業所の更なる
開設を促進するために事業者懇談
会を行うほか、自立支援協議会を
活用し、事例検討等による相談支
援員の技術向上や、障害者地域
生活支援センターと既存の相談支
援事業所、各関係機関との連携を
図るためのネットワーク構築を進め
る。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№245
地域で高齢者を支
える

地域全体で協働・
連携する仕組みの
強化により、高齢
者の暮らしが支え
られている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

災害時要援護者名簿登録制度と
関連づけて地域における見守り体
制の構築を進めている。また、認知
症サポーターが増えることで地域
で高齢者を見守り支え合う仕組み
が強化されているなど、区民と協働
しながら事業成果をあげている。

 
成
果
の
向
上



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

① 通所系サービス利用割合 ％ － 67.1 60 60

成
果
指
標

②
練馬区に登録している移
動支援事業者の割合

％ － 86.2 83 84

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 13,874,72214,443,608 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,205,4401,252,320 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 19,58320,354―

％ ― 6.2 6.2 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

① 障害者の就職者数 人 84 80 108 113

成
果
指
標

② 障害者の職場定着率 ％ 75.3 73.8 94 94

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 232,127258,625―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 5,8406,000―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 328 364 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

障害者総合支援法の施行により、
制度の谷間のない支援を提供する
ための対象範囲の拡大、障害福祉
サービスの拡大等、制度が拡充し
てきている。これを受け、区としても
新たに制度の対象となる方等に制
度を周知し、障害福祉サービスの
利用促進を図り、地域社会で自立
した生活を送るための支援を積極
的に行わなければならない。そこ
で、新制度の趣旨を周知するととも
に、適正なサービスの支給決定、
また、サービス提供を担う人材の
確保、育成を行うものとする。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№253
障害者の就労を促
進する

障害者の就労支援
のためのネット
ワークの構築さ
れ、就労やその継
続のために必要な
支援が適切に提供
されている状態。

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№25
障害者が自立して
生活できるよう支
援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

C B

障害者の就労支援は継続され、各
関係機関との連携した支援がなさ
れており、求職している期間は長期
化しているが、就労した場合の定
着の状況は維持しているため、概
ね良好に進んでいると評価できる。

 
成
果
の
向
上

就労を希望する人のニーズに合っ
たサービスの提供ができるよう、区
内経済団体など関係機関が連携し
て障害者雇用が進むよう、必要な
支援を行う。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№252
サービス提供体制
を拡充する

障害者(児）が障害
の程度に応じて必
要なサービスを適
切に受け、地域で
自立した生活がで
きている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№25
障害者が自立して
生活できるよう支
援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

生活支援事業所の民間誘致等に
よりサービス提供体制は拡充は着
実に進んでいる。また、専門事業
者への委託等により、効率的な
サービス提供が行われている。

 
成
果
の
向
上



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性

総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
グループホームやケア
ホームの利用者数

人 185 275 327 364

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,798,6262,840,632 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 494,560531,200―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,9504,003―

％ ― 1.2 1.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
自立支援プログラムに基
き支援をした延べ人数

人 1,0722,9503,2003,200

成
果
指
標

②

就労支援専門員の支援に
より就職・増収した者の
割合

％ － 45.2 60 60

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 33,200,11334,185,466 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,402,4801,481,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 46,86048,175―

％ ― 14.8 14.7 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

引き続きグループホームの整備等
を計画に基づき進めることにより、
地域生活の支援に取り組んでいく
とともに、重度障害者が利用可能
なグループホームの整備に向け、
整備費補助の仕組等の検討を行
う。
また、更に障害理解等が進むため
の、ヘルプカード作成や障害者虐
待防止講演会等の取組について
検討、実施する。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№261
生活安定に向けた
自立支援を行う

生活困窮状態に
陥った場合も、状
況に応じた生活の
保障や自立の支援
が得られ、だれも
が安定した生活を
継続できる状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№26生活の安定を図る

・平成25年5月に、健康福祉事業本
部長を委員長とする練馬区生活保
護適正実施検討委員会を設置し
た。この委員会においては、生活
保護費の不正受給の防止と自立
に向けた支援等についての取組を
検証評価し、その結果を踏まえ改
善方法を検討していくこととしてい
る。
・このうち自立に向けた支援につい
ては、重点的に取り組む項目や取
組目標もあわせて設定することとし
ている。
・平成25年度の自立に向けた支援
の重点項目は就労支援と設定され
たことを踏まえ、この項目に力を入
れて取り組んでいくこととする。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

経
費

コ
ス
ト
指
標

B1 A

多様化する生活保護受給者の抱え
る課題にきめ細く対応するため、自
立支援プログラムの数・内容を増
やすとともに、専門的な知識・経験
を有する者を非常勤や委託により
配置しており、支援の充実が図ら
れている。

 
成
果
の
向
上

№254
障害者の社会生活
を支援する

障害者が地域の中
で生活を豊かに送
ることができる状
態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№25
障害者が自立して
生活できるよう支
援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

整備目標は達成できなかったが、
平成24年度には３０室分増床する
ことができ、達成率は90％を超えて
おり、事業は良好に進んでいる。こ
のことにより障害者の地域生活を
支援することができた。
また、障害者の社会参加が進むよ
う、さまざまな啓発活動等を実施
し、障害理解を深める取組を行っ
た。

 
成
果
の
向
上



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

成
果
指
標

①
新たに協働を開始（拡
充）した事業数

事業 0 5 5 5

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 207,998 231,506 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 94,720 88,080 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 294 326 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
昼間委託を実施している
地区区民館の数

館 8 22 22 22

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 1,461,7901,430,958 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 620,880 591,520 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,063 2,017 ―

％ ― 0.7 0.6 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

・地区区民館および地域集会所の
予約管理システムについて、効率
的で、わかりやすいシステムとす
るため、平成26年度の導入を目指
してシステムの機能や利用申請方
法などについて検討する。
・既に地域住民団体への委託を実
施している施設について、より効
率的で、地域特性を生かした運営
ができるよう、委託の内容、方法な
どについて検証を重ねる。

区
民
生
活
事
業
本
部

地
域
文
化
部

№312
地域活動を支える
情報・機会・場の
提供を行なう

身近で使いやすい
集会施設として地
域の特性を活かし
た施設運営が行わ
れ、地域活動への
参加のきっかけづ
くりや自主的活動
の場として十分に
活用されている状
態。

AA

指標２
　歳出総額に占める割合

№31
まちの地域力を高
める

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

・地区区民館、地域集会所で地域
住民団体への委託が進み、より地
域に根ざした運営が行われてい
る。
・地区区民館、地域集会所では利
用者数が増加している。
・地域集会所、区民ホールは利用
者アンケートで目標値を超える満
足度を得ている。地区区民館にお
いては、団体利用者の満足度は目
標値に届かなかったものの、事業
参加者に対するアンケートで高い
満足度を得ている。

 
成
果
の
向
上

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№311
地域コミュニティ
を活性化し、協働
を推進する

　地域の課題解決
に取り組む多様な
活動主体と区、ま
たは活動主体同士
が、それぞれの持
ち味を十分に発揮
しながら連携・協
力して活動し、自
分たちの住んでい
る地域を自分たち
で住み良くするた
めの取組が行われ
ている状態

A A A

・協働を推進するための重要な施策の一つ
である協働事業提案制度において、平成
23　年実施した事業の１つが、この制度を
きっかけとして区の直営事業となり、取り組
みが進められている。
・協働事業提案制度で平成23年度に実施
した事業について、事業の成果や進め方に
ついて評　価を行い確認・改善を図ることが
できた。
・また、平成23年度に実施した事業の取り
組みを紹介したパンフレットを作成・配布す
るとともに、区ホームページで評価結果を
公表するなど、協働の普及啓発に努めた。
・平成24年度に実施した６事業について、
団体と区の事業関係課との良好な関係の
もと事業が遂行された。
・平成25年度に向けて、新たに５事業を選
定するなど、良好に成果を上げている。
・地域コミュニティの活性化についても、プ
ログラムの策定し、既存の区立施設の有効
活用、業務委託などにより、コストの抑制に
努めつつ、モデル地域において、プログラ
ムのメニューの中から、地域の実情に即し
た支援を着実に進めた。

 
成
果
の
向
上

・協働の推進については、協働事
業提案制度・評価制度のこれまで
の取り組みを踏まえ、27年度以降
の事業のあ
　り方について、全庁的な連携・調
整を　図るための会議体（協働・地
域コミュニティ活性化プロジェクト
推進委員会）
　と、区民や各種団体代表者等で
構成する練馬区区民協働推進会
議で検討する。
・地域コミュニティの活性化につい
ては、モデル地域での取り組みを
検証したうえで、全区的な展開に
向けた体制を
　整備する。

区
民
生
活
事
業
本
部

№31
まちの地域力を高
める

経
費

地
域
文
化
部

コ
ス
ト
指
標

指標２
　歳出総額に占める割合



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
アニメ関連企業の従業者
数

人 1,980 － 2,400 2,500

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 91,150 98,429 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 32,640 33,360 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 129 139 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
都の倒産件数に占める区
内倒産件数の割合

％ 2.28 3.24 2.18 2.16

成
果
指
標

②
区内中小企業の景況DIと
都内全体との比較

－ 6.21 3.50 4.24 4.24

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 1,078,4322,465,615 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 68,080 66,560 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,522 3,475 ―

％ ― 0.5 1.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

引続き、下記の施策を実施するこ
とにより、区内中小事業者の経営
の安定と向上を促し、区内産業の
振興を図る。
①区内中小事業の経営状況等を
把握し、必要に応じて事業者の
ニーズに即した制度の改善を行
う。
②26年度に開設する練馬産業振
興センターにおいて、区内中小企
業者の相談に関するニーズに的
確に対応するためワンストップ相
談を一部実施するとともに、起業
者向け、経営者・後継者向け育成
セミナーの充実を図る。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
経
済
部

№322
中小企業の経営を
支援する

既存産業が安定的
に成長を持続する
とともに、新たな
産業が生まれ、各
事業者の収益が拡
大し、練馬区の活
力を生み出す原動
力となっている状
態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

金融機関の預貸率が減少傾向に
ある中で年間2500件を超える融資
あっせんを実施していること、目標
値には届かなかったが都内景況Ｄ
Ｉよりも区内景況ＤＩの方が良好な
状況にあることなどから、事業は
良好に進んでいると考える。
また、起業者向け、経営者・後継
者向けの育成セミナーの参加者が
増加しており、起業意欲の向上や
中小企業者の経営安定化のニー
ズに効率的に応えている。

 
成
果
の
向
上

№321
練馬区の特徴的な
産業を支援する

区内の特徴的産業
の事業活動が拡大
するとともに、事
業者の集積が強
化・進展した状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

・練馬区基本構想における「ねりま
未来プロジェクト」や「練馬区地域
共存型アニメ産業集積活性化計
画」に沿った事業展開が図られて
いる。
・伝統工芸展への来場者数も会場
周辺の自治会への働きかけや、工
夫を凝らした企画・展示を行うこと
で順調に増加してきており、伝統
産業の普及振興につながってい
る。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

・引き続き日本一の歴史と産業集積を持つ
練馬区のアニメ産業を戦略的に強化・育成
し、区全体の産業振興と区民の地域への
誇りの醸成を図るとともに、「アニメのまち
練馬区」を区外へも広めていき、産業の集
積、アニメ文化普及を推し進めていく。
・アニメカーニバルについては委託業務の
内容を見直し、より効率的に運営しつつ、
区外からの集客を図ることにも注力する。
・「アニメのまち練馬区」を広くPRしていくた
め、西武池袋線大泉学園駅北口の再開発
に伴い、アニメをテーマにしたモニュメント
の設置に向け、関係機関との連携を強化し
ていく。
・練馬区地域共存型アニメ産業集積活性
化計画も後期に入り、これまでの各計画事
業をさらに推進していくとともに、次期長期
計画の策定に向けて検討を進める。
・伝統工芸については、消費の拡大から販
路・産業の拡大につなげるため、毎年伝統
工芸展を開催している。次年度はさらなる
来場者の増加を図るため、新規に設置され
る練馬区立　区民・産業プラザのホールを
活用する。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
経
済
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
区内中小事業所の従業員
数

人
159,909
(18年度)

169,698 161,589 161,830

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 720,608 224,604 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 8,160 8,720 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,017 317 ―

％ ― 0.3 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

① 消費者講座等の参加者数 人 823 1,003 1,010 1,030

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 129,976 126,187 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 32,000 31,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 183 178 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

コ
ス
ト
指
標

A A

①消費者講座等のテーマ選定な
ど、参加者数を増やすための取組
に効果が見られた。
②消費生活展の開催や消費者だ
よりの発行など、多くの場面で区
民と協働し、消費者のニーズを取
り入れた啓発活動を進めたこと
が、消費者である区民の関心向上
につながったと思われる。
③相談内容が複雑化、多様化する
中にあって、相談員のスキルアッ
プや他機関との連携を図り、目標
の解決率を達成した。

 
成
果
の
向
上

①啓発事業の企画に当たっては、
社会情勢に対応したテーマを選定
し、消費者講座等の参加者増に努
める。

②引き続き、啓発事業ならびに消
費生活相談事業のPRを強化し、
消費生活センター認知度を上げ
る。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
経
済
部

№324
消費者の自立を支
援する

消費者が必要な情
報を入手し、それ
を適切に活用する
ことにより、商
品・サービスを主
体的に選択し、ト
ラブルに対応でき
る力を持っている
状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

№323
中小企業の勤労者
と就労を支援する

区内中小企業が必
要な人材を確保で
きているととも
に、区民の就労機
会が豊富な状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

　ワークサポートねりまなどの就労
支援の各事務事業が良好に活用
されている。
　また、勤労福祉会館やサンライフ
練馬の運営やねりまファミリーパッ
クなど、勤労者を支援する仕組み
が充実している。

 
成
果
の
向
上

国等の動向を見据えながら、ハ
ローワークとの連携をさらに強化
し、就労支援の仕組みをさらに向
上させる。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
経
済
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
農業体験農園の施設整備
数

園 14 17 17 18

成
果
指
標

② 「認定農業者」の認定 人 － 48 45 55

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 233,646 215,194 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 104,400 101,760 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 330 303 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標
①

商店街におけるイベント
事業の実施数

事業 163 160 172 174

成
果
指
標
②

区内商業の年間販売額 円 － － 11,948億 12,163億

成
果
指
標
③

－ － － － － －

投入経費 千円 ― 218,852 216,428 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 36,960 38,080 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 309 305 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

①補助制度の適正化を図るため、
補助内容や検査方法の見直しを
検討する。
②商店街空き店舗入居促進補助
事業において、申請者が空き店舗
を探しやすくするため、各商店会
で貸し出し意向のある物件を区で
とりまとめてホームページや窓口
で情報提供する。また、当該空き
店舗に事業ポスターを掲示するこ
とで周知する。
③買い物支援等事業において、こ
れまでの商店街・運営団体・区の
連携を継続しつつ、将来にわたり
安定した事業運営を行うため、そ
のあり方や方向性、他分野との連
携も含めた各サービスが自立でき
るプランを検討する。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
経
済
部

№326
魅力的な商店街づ
くりを進める

区民生活に身近な
商店街において、
商業者などと地域
住民との交流や魅
力ある店舗づくり
や商業環境が整う
とともに、安全で
買い物しやすい施
設の充実が図られ
ることで、区民が
快適に買い物でき
商店街がにぎわっ
ている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

成果指標の目標には届かなかっ
たものの、実施された商店会イベ
ント・街路灯LED化を中心とした環
境整備、空き店舗への入居促進等
は着実に成果を上げており、商店
街の魅力を増やしてにぎわいを創
出している。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

AA

指標２
　歳出総額に占める割合

A

　各事務事業について概ね目標が
達成されていることから、施策の
実現に向け引き続き事業を実施し
ていく。また、認定農業者が経営
改善のために取り組む内容は多
岐にわたることから、計画内容の
確認や意見等を聞くことで、必要
性の高い支援を行い、農業者の経
営の安定化を図る。
　都市農地保全推進自治体協議
会においては、引き続き国への要
望活動を行い、関係制度の早期
改正の実現を目指す。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
経
済
部

　効率的に事業実施を行い、事務
事業の目標は概ね達成されるな
ど、区内農業者の経営の安定化お
よび農地の保全を推進している。
また、農への関心の高まりに応え
る農とふれあう機会を創出する事
業の実施により、住民の農への理
解が促進されている。
　これらのことから、施策の実現に
向け良好に進んでいる。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

経
費

コ
ス
ト
指
標

№325
都市農地を保全し
都市農業を支援す
る

　区内農業者の創
意工夫を活かした
農業が推進される
ことにより、農業
経営が安定すると
ともに、区民が気
軽に農とふれあ
い、都市農業・農
地の魅力を体験す
る機会が確保され
ている状態

№32
経済活動を活発に
する



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
まちあるき観光スポット
の来場者数

万人 91 124 100 102

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 130,971 149,730 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 31,440 31,440 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 185 211 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

文化芸術・生涯学習施設
利用者数および同事業参
加者数

人 1,491,7711,719,7471,822,0001,916,000

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,685,7912,110,829 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 334,960 314,240 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,791 2,975 ―

％ ― 1.1 0.8 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

①区民の文化芸術・生涯学習活動や交流
が活発化し、仲間づくりや地域活動に広
がっていくよう、各分野の連携を進め、大学
等教育研究機関や文化芸術団体、地域活
動団体との協働を図り、区民の文化芸術・
生涯学習の機会の充実を図る。
②区民の文化芸術・生涯学習活動の場の
充実を図るために、だれでも利用しやすい
施設運営、施設整備を行う。文化芸術資産
活用拠点として、文化芸術資産を公開する
ための場を整備する。また、総合教育セン
ターの跡施設の一部を活用し、地域活動を
担う人材育成の場として、（仮称）ねりま区
民大学を整備する。
③美術館入口に隣接する美術の森緑地を
美術館の前庭として位置づけ、屋外展示機
能を有する場として一体的に活用し、区民
の文化芸術活動を促進するとともに、地域
のまちづくりに貢献していく。
④区内の文化芸術・生涯学習に関する情
報提供システムについては、情報収集・提
供のあり方を整理し、具体的な管理・提供
方法について調査、検討を進める。
⑤「文化芸術振興施策の今後のあり方に
ついて」に基づき、文化芸術施設の指定管
理者制度導入を進める。

区
民
生
活
事
業
本
部

地
域
文
化
部

№331
区民の文化芸術・
生涯学習活動を支
援する

文化芸術の振興に
より区民の創造性
と感性が育ち、心
豊な生活を送ると
ともに、区民の活
発な生涯学習活動
が豊かな地域社会
づくりに活かされ
ている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№33
文化芸術・生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

①目標をわずかに下回ったもの
の、文化芸術・生涯学習施設の利
用者数および生涯学習事業参加
者数は増加しており、区民の文化
芸術・生涯学習活動が活性化され
ている。
②区内の大学等教育研究機関や
文化芸術団体、地域活動団体と協
働で事業展開、施設運営を実施す
ることで、経費の抑制だけでなく、
多様な文化芸術・生涯学習の機会
を提供することができた。

 
成
果
の
向
上

№327
まち歩き観光を推
進する

区内外の人々がま
ちを訪れることで
にぎわいが創出さ
れ、地域経済が活
性化している状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

①成果指標の目標を大きく達成す
ることができた。
②練馬区観光協会の事業である
観光ガイド、練馬野菜ぎょうざプロ
ジェクト、ねりコレなどの各事業
が、テレビ・新聞・雑誌で報道さ
れ、練馬区の魅力を多方面へ発
信することができた。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

　前年度に引き続き、平成26年度
に開館する練馬駅北口の区民・産
業プラザへの観光情報コーナーの
移行、平成28年度の石神井公園
駅観光案内所開設に向けて検討
していく。
　また、産業振興公社と連携し、よ
り効果的・効率的なまち歩き観光
の推進を図るため、練馬区観光案
内所、練馬区観光協会の機能・役
割分担について検討をする。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
経
済
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
区立図書館の区民1人当
たりの蔵書冊数

冊 2.05 2.37 2.33 2.35

成
果
指
標

②
区立図書館における講習
会等の参加人数

人 1,393 1,500 2,000 2,000

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,598,5692,320,610 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 424,640 383,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,668 3,270 ―

％ ― 1.2 1.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標
①

週1回以上スポーツを行
う成人の割合

％ 46.2 － 60 60

成
果
指
標
②

区立スポーツ施設の年間
利用者数

万人 174 224 231 231

成
果
指
標
③

－ － － － － －

投入経費 千円 ― 1,632,7321,641,607 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 218,400 211,440 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,304 2,313 ―

％ ― 0.7 0.7 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

・区民ニーズおよび国・都の動向
等を踏まえ、（仮称）第二期練馬区
スポーツ振興基本計画を策定す
る。
・練馬区立石神井松の風文化公
園に指定管理者制度を導入し効
率性の高い施設運営を行う。
・より多くの区民へ情報を発信する
ため、区ホームページを充実させ
るなど広報活動の充実を図る。
・総合体育館改築については、設
計・施工一括発注方式とすること
により、事業コストの低減および整
備期間の短縮を図る。
・スポーツ関係団体等との連携・
協力体制を一層進める。

区
民
生
活
事
業
本
部

地
域
文
化
部

№333
スポーツ活動を支
援する

区民のだれもが
「いつでも、どこ
でも、いつまで
も」　スポーツに
親しむことで、生
涯にわたって健康
で心豊かな生活を
送ることができる
状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№33
文化芸術、生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

　事業内容に関る改革・改善への
取り組みや新規スポーツ施設の開
設など、多様なスポーツの機会を
区民へ提供できたこと。地域での
スポーツ活動の拠点の一翼を担う
SSCの財政基盤・運営体制が整っ
てきていること。指定管理者制度
の導入に伴いサービス向上および
経費削減を図ったこと。スポーツ関
係団体等との連携・協力により共
催事業等の新規事業を立ち上げ
たこと。区立スポーツ施設利用者
数等が増となったこと。以上のこと
から「A」と評価した。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

№332
読書活動を支援す
る

区民のだれもが読
みたい資料を読み
たいときに簡単か
つ速やかに入手
し、読書活動を
行っている状態。

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№33
文化芸術・生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

①図書館が求められている多様な
ニーズに、どのように応えていくの
か、図書館サービスのあり方や取
組を明らかにしている。引続き資
料の充実に努めるなど、施策は良
好に進んでいると評価できる。
②各事業の開催回数の調整の結
果、24年度については全体的な参
加人数が減少したが、1回当たりの
参加人数が増加している事業も
あった。利用者の需要に応じた事
業を開催すること、また周知の方
法を改善することで参加人数の増
加に努める。

 
成
果
の
向
上

①「図書館ビジョン」において定め
た４項目（情報発信拠点の機能の
充実、学校および子育て家庭など
への支援、図書館の資料や人材
の活用、区民や地域との協働）の
取組を進めていく。
②子ども読書活動推進計画（第二
次）に基づき、利用者の需要に応
じた児童・青少年向けの啓発事業
を進める。
③平成24年度の組織改正により、
図書館は、学校や児童・青少年行
政所管部との連携強化が重要で
あることから、教育委員会事務局
教育振興部の所管となった。これ
を受けて、今後は、学校図書館の
支援等を成果指標等として評価す
ることを検討していく。

教
育
委
員
会
事
務
局

教
育
振
興
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
文化財・伝統文化に関す
る普及啓発事業参加率

％ 81.5 101 96 100

成
果
指
標

②
保護、周知される文化財
数（総計）

点 183 197 201 205

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 39,464 35,528 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 24,800 19,840 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 56 50 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

① 交流会等参加者数 人 865 1,018 910 920

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 41,617 58,313 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 23,600 33,280 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 59 82 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

・文化交流ひろばを活用し、「練馬
区国際交流・多文化共生基本方
針」に規定された事業を展開す
る。
・オーストラリア・イプスウィッチ市
との友好交流20周年に向けて、区
民主体の交流事業を計画する。

区
民
生
活
事
業
本
部

地
域
文
化
部

№335
多様な文化・社会
への理解を進める

地域社会におい
て、人種・国籍・
宗教・文化・習慣
などの違いを認め
あい、お互いに尊
重しあう共生が進
展し、区民による
国際交流が活発に
行われている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№33
文化芸術・生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

　区は基本方針の策定や文化交
流ひろばの開設など、地域の団体
は協働事業への参画や自主事業
の実施等を進め、連携することに
よって成果が順調に拡大してきて
いる。

 
成
果
の
向
上

№334
文化財を保存･活
用・継承する

区内の歴史的な遺
産や遺跡の調査・
研究により、広く
区民に文化財およ
び埋蔵文化財の重
要性が理解され、
保護、保存、周
知、活用されてい
る状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№33
文化芸術・生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

・
そ
の
他
（

法
令
順
守
）

コ
ス
ト
指
標

A A

　さまざまな啓発事業を実施したこ
とにより、文化財保護の重要性を
区民に周知することができ、区民
の文化財や伝統文化に対する関
心が高まっている。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

①　埋蔵文化財の保管について、
一括して保管できる施設を確保す
る。
②　埋蔵文化財の展示機会を増
やすなど、さらなる活用を検討す
る。

区
民
生
活
事
業
本
部

地
域
文
化
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
「防犯・防火・防災」に
関する区民の満足度

％ 54.1 48.5 60 60

成
果
指
標

②
区民１万人あたりの犯罪
発生件数

件数 134 105 135 135

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 167,478 183,912 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 41,360 41,360 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 236 259 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

防災リーダーの育成講習
（区民防災組織カリキュ
ラム）修了者

人 81 214 350 400

成
果
指
標

②
防災訓練、講習会などに
参加した区民の数

人 － 82,203 79,900 83,900

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 512,122 535,541 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 146,640 130,880 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 723 755 ―

％ ― 0.2 0.2 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

① 災害時要援護者名簿を活用し
た新たな安否確認の仕組みを構
築する。
② 防災に関する知識を習得し、実
際に防災のための準備や活動を
行えるように、「防災の手引」を改
訂し、全戸配布する。
③ ねりま防災カレッジ事業の各種
カリキュラムを充実し、区民への防
災意識の向上、防災活動の促進
を図る。
④ 避難拠点の運営に必要な事項
について、運営連絡会に共通の理
解をいただけるよう、「運営の手
引」を改訂し、配布・周知する。

－

危
機
管
理
室

№342
自然災害に対する
態勢を強化する

区民の防災意識が
高まり、一人ひと
りが十分な災害へ
の備えを行うとと
もに、地域の中で
共助の態勢がで
き、区と区民防災
組織、防災関係機
関相互の連携が図
られ、被害を最小
限に食い止められ
る態勢が確立され
ている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№34
安全で安心な区民
生活を支える態勢
を整える

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

① 東日本大震災を踏まえ、様々
な課題を多角的な視点から検証
し、練馬区地域防災計画の大幅な
修正を行い、計画の具体化に着実
に取り組んだ。
② 地域防災力の向上に向け、ね
りま防災カレッジ事業等により、区
民への周知・啓発を強化するととも
に、震災訓練などの工夫・改善に
より、多くの区民参加を得ることが
できた。
③ 地域や組織により、防災への
意識や取組に差が生じており、今
後とも区からの支援や働き掛けを
さらに強化する必要がある。

 
成
果
の
向
上

№341
犯罪等に対する態
勢を強化する

地域に住む区民自
らが地域の安全を
守るという意識を
もち、区民・行
政・関係機関の協
働により、犯罪被
害を最小限に抑制
する態勢が強化さ
れ、区民が安心し
て暮らすことがで
きる状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№34
安全で安心な区民
生活を支える態勢
を整える

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

長期計画掲載の成果指標達成率
80.8％であり目標未達成である
が、犯罪件数は減少しており、予
算執行についても適切に行われて
いるため、良好に進んでいる。

 
成
果
の
向
上

①警察など関係組織との連携し、
区民の安心度を向上させるため、
情報を発信していく。

②犯罪件数の減少に直接つなが
る事業（安全安心パトロールカー
や防犯カメラの設置補助など）を
推進していく。

③区民による安全・安心パトロー
ル活動を支援する。

－

危
機
管
理
室



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
区民の平和に対する意識
の高さ

％ － 94 98 98

成
果
指
標

② 参加人数 人 1,284 1,308 1,486 1,486

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 6,974 5,251 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 4,080 3,680 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 10 7 ―

％ ― 3.0 2.3 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
区民の人権に対する意識
の高さ

％ 66 ─ 70 70

成
果
指
標

②

性別によって社会での役
割が決定されることを良
くないと考える区民およ
び職員の割合

％ ─　<79.5>─　<78.2> 70 70

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 135,133 143,276 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 40,000 53,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 191 202 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

№352
人権の尊重と男女
共同参画を進める

区民が人権に関す
る深い理解と認識
を持ち、全ての区
民が性別や立場に
より差別されるこ
となく尊重され、
男女が社会のあら
ゆる分野において
共に参画し、その
成果と責任を分か
ち合うことができ
る状態。

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№35
平和と人権を尊重
する

・平成25年度に実施する区民意識
意向調査の実施結果を踏まえ、よ
り区民の意見を反映した適切な人
権尊重の啓発事業の実施を検討
する。
・第3次練馬区男女共同参画計画
の進捗状況の検証および推進を
図っていく。
・配偶者暴力防止および被害者支
援基本計画に基づき、配偶者暴力
相談支援機能の検討を進める。
・男女共同参画センターは男女共
同参画に資する拠点施設として事
業等の拡大を検討し実施してい
く。

－

総
務
部

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

・ アンケートの結果や各種事業の
参加者数が成果指標の目標を達
成したこと。
・ 一般会計全体に占めるコストが
低く抑えられている中で、各種事
業への参加者数が増加して
 おり、効率性が高いこと。
・ 社会・経済状況の変化により新
たな課題が出現し、更なる啓発や
事業展開を実施する必要
 があること。

 
成
果
の
向
上

№351
平和を尊ぶ心をは
ぐくむ

平和の大切さへの
意識が広がってい
る状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№35
平和と人権を尊重
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

　入場者目標の未達成という課題
はあるものの、アンケート結果で
は、98％の方が「よかった」とし、ま
た、94％の方が「平和の大切さに
ついて考える機会となった」として
いるため。

 
成
果
の
向
上
コンサートにおいても平和祈念パ
ネルの展示を行う。

－

総
務
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

成
果
指
標

①

市民緑地（憩いの森・街
かどの森）の年間新規開
設面積

㎡ 2,728 415 3,700 3,700

成
果
指
標

②
区立公園および緑地の新
規整備面積

㎡ 1,335 1,506 47,000 3,000

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,187,6713,508,892 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 261,600 246,160 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,088 4,945 ―

％ ― 1.0 1.5 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

みどりのボランティア活
動がされている公園等の
数

か所 40 50 56 58

成
果
指
標

②
練馬みどりの葉っぴい基
金積立額（累計）

千円 329,031 688,741 680,000 760,000

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 267,076 259,525 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 64,560 57,840 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 377 366 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

①ぴいちゃんファンクラブの拡大
や、みどりに関するウェブサイト
のリニューアル、区報特集記事の
発行など、基金の意義、活用につ
いてのＰＲを強化する。
②区民との協働推進のため、練
馬みどりの機構の事業充実や花
とみどりの相談所事業との連携
強化を図るとともに、必要な組織
の強化について検討を行う。
③子どもたちのみどりをはぐくむ
心の醸成に資する、（仮称）こども
の森の平成27年度開設に向け
て、整備工事を行う。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部

№412
みどりを愛しはぐ
くむ活動を広げる

　区民一人ひとり
が練馬のみどりを
愛しはぐくみ、各
地域でみどりの活
動団体などが活発
に活動している状
態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№41
みどり豊かなまち
をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

①みどりのボランティア活動がされ
ている公園等の数は、目標値は達
せられなかったが、住民ボランティ
アによる活動が増加しており、コス
トをかけずにみどりを創出する手
段として大変有効である。
②基金の積み立て額は順調に推
移している。

 
効
率
化

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№411
ふるさとのみどり
を保全し、新たな
みどりをつくる 　樹林地や農地と

いった練馬らしい
みどりが保全さ
れ、みどりの拠点
となる公園の整備
や住宅の緑化が進
み、みどりと水の
ネットワークが構
築されている状態

B B1 B

市民緑地については、コストをか
けず民地のみどりを守る手段とし
て大変有効である。さらに維持管
理も適切に行い樹林地の保全に
努めている。
また、公園整備については、計画
に沿って着実に実施している。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

①市民緑地の管理について、区
民の参加を活用するため「練馬
みどりの機構」へ管理運営を委託
する。
②大規模公園の工事が予定通り
円滑に進むよう、関係者間の調
整を十分に図る。
③公園の整備について、引き続
き区民意見を聴く機会を規模など
に応じてより丁寧に設け、区民が
さらに満足する公園づくりを行う。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

№41
みどり豊かなまち
をつくる

経
費

環
境
部

コ
ス
ト
指
標

指標２
　歳出総額に占める割合



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

練馬区の温室効果ガスの
年間総排出量（CO2換
算）

t 1,917,0002,034,0001,867,0001,857,000

成
果
指
標

②
地球温暖化対策住宅用設
備設置補助件数

件 173 684 557 557

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 159,352 180,885 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 57,360 55,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 225 255 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標
①

環境影響評価手続におけ
る区民周知の実施度合

％ 100 － 100 100

成
果
指
標
②

まちづくり条例における
「自動車駐車場等の開発
調整の手続」を適切に実
施できた割合

％ 100 100 100 100

成
果
指
標
③

－ － － － － －

投入経費 千円 ― 6,353 10,631 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 5,920 10,080 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 9 15 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

　環境影響評価制度について
は、ホームページの充実や区報
を積極的に活用することで、さら
に区民の方が接しやすい制度と
していく。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部

№422
まちづくりで環境
に配慮する

環境影響評価法、
東京都環境影響評
価条例に基づく環
境影響評価制度、
および練馬区独自
の制度（練馬区ま
ちづくり条例等）
を適切に運用する
ことによって、ま
ちづくり（開発事
業等）に伴う環境
負荷の調整が総合
的に図られている
状態。

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

　環境影響評価制度、およびまち
づくり条例により、環境への負荷が
低減するまちづくりが行えており、
良好に進んでいる。

 
成
果
の
向
上

№421

区民・事業者によ
る身近なところか
らの地球温暖化を
防止する

練馬区地球温暖化
対策地域推進計画
に基づき、区民・
事業者による地球
温暖化防止の取り
組みが広がり、練
馬区全体の温室効
果ガス（二酸化炭
素）排出量の削減
が図れている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

　二酸化炭素排出係数の変動によ
り数値が変化する中、地球温暖化
対策設備設置補助等の温暖化対
策への取組は広がり、温室効果ガ
スの年間総排出量の実績値も減
少していることから、この施策は概
ね良好に進んでいる。

 
成
果
の
向
上

①　東日本大震災発生以降の地
球温暖化対策やエネルギーを取
り巻く状況は大きく変化した。この
変化を踏まえた環境基本計画
2011の改定に向けて検討を進め
る。

②　練馬区地球温暖化対策地域
協議会は、区民、事業者、区等
が、相互に連携して日常生活に
起因する温室効果ガスの排出量
を抑制し、地域における地球温暖
化対策の推進を図るための団体
である。温室効果ガスの排出量
抑制のための情報の収集・提
供、啓発や区民および事業者の
取組の促進等を実施するため
に、区は地域協議会への支援を
続けていく。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
区の事務事業に伴う温室
効果ガス排出量（CO2）

ｔ 35,441 42,635 44,853 44,391

成
果
指
標

② 街路灯改良件数 基 0 723 300 300

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 94,752 55,667 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 15,440 15,440 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 134 78 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
区民一人1日当たりのご
みの排出量

ｇ/
人
日

582 528 525 517

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 248,099 246,245 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 86,080 87,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 350 347 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

・４館目のリサイクルセンターの
整備について、設置予定場所で
ある関越自動車道高架下の特性
や地域住民の意見を踏まえた施
設整備を進める。
・平成24年度モニタリングで改善
勧告をおこなった「職員研修の縮
小、人事評価への不満、ボラン
ティア体制の一部混乱」について
指定管理者が作成した業務改善
計画に基づき、改善が図られるよ
う指導を継続的に行っていく。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部

№424
ごみの発生を抑制
する

ごみになるものを
減らす（Reduce：
リデュース）、繰
り返し使用する
（Reuse：リユー
ス）、再生利用す
る（Recycle：リ
サイクル）という
３Ｒの意識と行動
が区民一人ひとり
に定着し、ごみの
発生が抑制されて
いる状態。

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

・平成24年度は、　区民一人1日当
たりのごみの排出量について、23
区で最も少ない量となり、ごみの
発生抑制において事業が良好に
進んでいる。
・各種講座の実施、行事への参
加、パンフレット・区報特集号など
により普及啓発についても、効果
的に行われており、ごみの発生抑
制や３Ｒについての意識が向上し
ている。

 
成
果
の
向
上

№423
区が率先して地球
温暖化防止に取り
組む

区で働く職員等
が、率先して事業
活動における環境
負荷を低減し、環
境保全に努めてい
る状態

AA

指標２
　歳出総額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

AA AA

　通常の区民サービスを行いなが
ら無理のない持続可能な節電対
策を実施した。また街路灯の改良
対象の約半数が省エネルギー化
されたことにより区の事務事業に
おける環境負荷の低減を推進し
た。

 
成
果
の
向
上

　練馬区環境マネジメントシステ
ム（ねりまエコプラン）に定めるシ
ステムに則り、着実にシステムを
運用し、継続して省エネ・省CO2
に取り組む。また、新電力につい
てもその電源構成やCO2排出係
数にも留意しながら導入施設を
拡大する。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

① 集団回収登録団体数 団体 346 503 536 569

成
果
指
標

②
廃棄物発生量に対するリ
サイクル率

％ 23.2 24.7 26.7 27.3

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,765,7152,760,999 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 126,800 119,520 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,904 3,891 ―

％ ― 1.2 1.2 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

可燃ごみの中に可燃ごみ
以外のものが混入してい
る割合

％ 27.6 22.0 20 20

成
果
指
標

②
ごみ出しのルールが守ら
れていない集積所の割合

％ 1.9 0.4 0.4 0.4

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 4,356,2664,481,970 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,900,0001,946,320 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 6,149 6,316 ―

％ ― 1.9 1.9 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

平成25年度に資源とごみの収集
日の曜日変更を実施し、より効率
的に収集をおこなう。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部

№426
ごみの適正処理を
進める

資源・ごみの分別
や排出曜日・時間
等の排出ルールが
守られ、排出され
たごみについては
適切かつ効率的に
収集、運搬、処理
が行われている状
態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

普及啓発事業の充実および区民・
事業者の関心の高まりにより、良
好なごみの分別排出状態が維持
されている。

 
効
率
化

№425
リサイクルを進め
る

区民・事業者・区
の役割分担と協働
に基づき、資源化
可能物（資源とし
て再使用・再生利
用できるもののこ
と。例えば新聞
紙・ダンボール、
ペットボトル、び
ん・缶類、古布な
ど）とごみの分別
が徹底され、リサ
イクルの推進が図
られている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

・集団回収登録団体数が目標を上
回り、リサイクル率も前年度比で
0.3ポイント上昇させることができ
た。
・区民による資源循環センターへ
の粗大ごみの持込み件数が増加
している。

 
成
果
の
向
上

・資源循環センターを活用し、集
団回収団体の拡大に引き続き努
める。また、小型家電の回収ボッ
クスの増設、蛍光管回収の実施
月の見直しにより、資源回収量を
増やし、リサイクル率の向上を図
る。
・資源循環センターの円滑な事業
運営と人材育成ができるよう区は
指導する。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

二酸化窒素および浮遊粒
子状物質が環境基準に適
合している測定か所数

か所 12 13 13 13

成
果
指
標

②

工場・指定作業場の実態
を把握するための実態調
査実施率

％ - 95.7 100 100

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 81,997 100,077 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 44,160 44,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 116 141 ―

％ ― 0.4 0.4 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

美化活動団体（環境美化
推進地区および環境美化
活動団体）の登録世帯数

世帯 107,808 113,530 137,000 140,000

成
果
指
標

② 歩行喫煙率 ％ 0.9 0.1 0.1 0.1

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 95,152 67,376 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 22,080 17,280 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 134 95 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

①美化活動団体に１か年分の活
動報告を提出させることによっ
て、活動実態を把握し、今後必要
性が見込まれる支援等を検討す
る。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部

№432
まちの美化を進め
る

区と区民、事業者
などが連携して環
境美化に努め、ま
ちがきれいになっ
ている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№43
良好な地域環境を
つくる

経
費

そ
の
他
（

必
要
性
）

コ
ス
ト
指
標

A A

①美化活動団体について、登録世
帯数は減少したが、登録団体数は
ほぼ同数で推移している。区内一
斉清掃のほか、美化活動団体によ
る定期的な清掃活動も定着化して
きており、まちの美化が一定に保
たれているため。
②歩行喫煙等防止対策を行い、歩
行喫煙率の低下が達成された。安
全で快適な歩行空間の確保は喫
煙者、非喫煙者共に享受すること
ができている。

№431

公害問題を解決図
り、地域環境の保
全・改善を推進す
る

区民・事業者に公
害問題の意識が広
がり、環境基準が
達成されている状
態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№43
良好な地域環境を
つくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

　環境監視業務については、測定
室を適切に維持管理することで、
欠測等をなくし、正確な業務が行
えている。
　公害問題については、事業所へ
の実態調査や苦情対応等による
指導、区民啓発のためのパンフ
レット配布等により、地域環境の保
全・改善が推進できている。

 
成
果
の
向
上

①区内の大気・騒音等の監視体
制を維持するために、老朽化した
測定室の更新について検討す
る。
②公害問題の処理については、
職員全員が迅速かつ適切な対応
がとれるよう、業務マニュアルの
整備を図る。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

練馬区まちづくり条例に
おける開発調整の手続き
が順調に進められた件数
の割合

％ 96 90 100 100

成
果
指
標

②

中高層建築物等の建築に
おいて紛争がおきた件数
のうち解決が図れた件数
の割合

件 80.2 99.0 98 98

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 320,419 323,501 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 168,080 169,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 452 456 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

地区まちづくり計画によ
り用途地域等を変更した
地区（累計）

か所 1 5 6 7

成
果
指
標

②
建築確認申請等を行った
件数

件 1,845 1,938 維持 維持

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 424,256 448,169 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 332,720 335,760 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 599 632 ―

％ ― 0.2 0.2 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

①都市計画マスタープランを踏ま
え地区計画により地元の合意を
得て用途地域の変更等を進め
る。
②都市計画マスタープランの実
施状況等を踏まえ、変更素案を
作成する。
③建築基準法の改正、新たな制
度の導入等に対応するため、情
報の収集、運用方法の改善等を
行う。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

№442
土地利用を計画的
に誘導する

めざすべき市街地
を実現する手段と
して、土地と建物
の用途や規模など
が適正に規制、誘
導されている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№44
地域特性に合った
まちづくりを進め
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

①良好な住環境を保全するため、
地区計画の策定等、その地区に
あったまちづくりを実施している。
②それぞれの事業も、一定の成果
を上げ、良好に進んでいる。

 
効
率
化

№441
区民・事業者とと
もにまちづくりを
進める

区民や事業者が、
暮らしやすい、魅
力あるまちの実現
に取り組んでいる
状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№44
地域環境に合った
まちづくりを進め
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

①都市計画やまちづくりにおける
手続きや、条例の運用などを含
め、適正かつ円滑に行っている。
②今後も引き続き、区民のまちづく
り活動への支援や、住民参加の促
進を図っていく必要がある。

 
成
果
の
向
上

住民や事業者とともに協働でまち
づくりを進めるためには、都市計
画に関する情報をわかりやすく公
開することが重要である。そのた
めに都市計画情報システムにつ
いて遅滞なくデータ更新を図ると
ともに、システムの機能改善を図
る。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
景観まちなみ協定制度の
協定箇所数（累積）

か所 0 3 3 拡大

成
果
指
標

②
屋外広告物の許可割合
（許可件数/申請件数）

％ 100 100 100 100

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 29,296 31,028 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 9,760 11,280 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 41 44 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
まちづくり計画を策定し
た地区

箇所 34 44 増加 増加

成
果
指
標

②

地区計画区域内における
都市基盤の整備面積（累
計）

㎡ 66,272 70,132 70,670 増加

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 1,256,4081,249,763 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 203,120 205,440 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,773 1,761 ―

％ ― 0.6 0.5 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

まちづくり地域が多数に増えてい
るため、関係する組織間の連携
を強化するとともに、各地区にお
けるまちづくりの進行管理を徹底
する。
また、平成２５年度は、土支田中
央土地区画整理事業の工事が概
成するため、その後、工事部門の
組織の見直しを行う。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

№451
良好な市街地を形
成する

区民の主体的なま
ちづくりへの参加
と協働により、安
心して快適に暮ら
せる、みどり豊か
でうるおいのある
市街地が形成され
ている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№45
災害に強く生活し
やすいまちをつく
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

地区別担当が地域の声をよく聴
き、丁寧な説明をしながら、まちづ
くり計画の策定を行っている。ま
た、地区計画の適正な管理によ
り、地区計画区域内の都市施設は
確実に整備が進んでいる。
こうしたことから、良好な市街地の
保全と形成に向けての成果は、着
実に上がっており、施策は良好に
進んでいると言える。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

№443
調和のとれた都市
景観を形成する

練馬区の地域特性
を踏まえた魅力的
な都市景観をめざ
し、区民、事業
者・区がそれぞれ
協働しながら景観
まちづくりに取り
組む状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№44
地域特性に合った
まちづくりを進め
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

①景観計画策定により、着実に
「景観まちづくり」が進められてい
る。
②景観啓発事業は順調に進んで
おり、景観まちづくりに関する区民
意識の向上を図ることができてい
る。届出相談や受理業務も正確か
つ迅速に行っている。
③屋外広告物を適正に管理するこ
とによって、良好な景観の維持に
貢献している。

 
成
果
の
向
上

事業内容の充実を図ると共に、
更なる「景観まちづくり」の普及・
啓発に努める。
計画を運用していく中で、周囲の
環境の変化や、実務上の不都合
等について見直しを図り、より一
層「景観まちづくり」を推進してい
く。
まちの良好な景観を維持するた
めに引き続き、屋外広告物の適
正な設置誘導および管理を行う。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
計画的なまちづくりを進
めている駅周辺地区数

地区 10 13 増加 15

成
果
指
標

②
整備した歩行者空間の長
さ（累計）

ｍ 6,970 7,576 増加 増加

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,471,3621,937,666 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 93,200 94,080 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,488 2,731 ―

％ ― 1.1 0.8 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
密集住宅市街地整備促進
事業の達成面積（累計）

㎡ 29,118 37,104 増加 増加

成
果
指
標

②

特定緊急輸送道路沿道建
築物の耐震診断件数（累
計）

棟 － 44 増加 －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 3,261,2931,315,327 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 110,240 120,080 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 4,603 1,854 ―

％ ― 1.5 0.6 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

課内の連携・協力体制は、一定
程度強化されたので、今年度以
降は、関係部署との協力・連携を
より深め事業の実現・達成を図っ
ていくとともに、関係事業の啓発
を目的とする防災イベント等を地
区単位で実施することにより、防
災まちづくりの必要性について、
区民の理解をより深めていく。

密集住宅市街地整備促進事業に
より、発災時の延焼防止に資する
道路や公園の整備を実現するとと
もに、特定緊急輸送道路沿道の建
築物の耐震診断件数の増加によ
り、輸送や復興の大動脈の道路閉
塞を防ぎ、災害に強いまちづくりが
一層進むなど、高い事業効果を上
げた。

 
成
果
の
向
上

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

№453
災害に強いまちを
つくる

都市基盤の整備や
建物の不燃化促
進、面的なまちづ
くりの整備などに
より、災害への備
えが十分になさ
れ、区民の防災へ
の意識向上が図ら
れ、区民が安心し
て快適に生活でき
る都市が形成され
ている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№45
災害に強く生活し
やすいまちをつく
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

№452
まちの拠点機能を
向上させる

鉄道駅周辺地区
が、日々の移動を
支える交通や買い
物などの利便性が
高く、子供からお
年寄りまで、安
全・快適に暮らせ
ている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№45
災害に強く生活し
やすいまちをつく
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A
まちづくり事業の進捗により、確実
に駅周辺の拠点機能が向上して
いる。

 
成
果
の
向
上

昨年度に引き続き、まちづくり部
門間で緊密な連携を図るととも
に、事業実施の特定財源を確保
し、各事業を円滑に進めることに
より駅周辺の拠点機能を向上さ
せる。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標
①

協議物件の「道から利用
室までの経路」の整備率

％ － 72 75 80

成
果
指
標
②

まちづくり整備助成制度
活用件数

件 0 17 40 40

成
果
指
標
③

－ － － － － －

投入経費 千円 ― 41,326 43,519 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 29,280 30,960 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 58 61 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
みどりバスの1便当たり
の乗客数

人 18 16 22 24

成
果
指
標

②
みどりバスの年間乗車人
数

千人 722 886 923 963

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 187,850 225,427 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 45,440 47,280 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 265 318 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

・区民をはじめ利用者のだれもが、
安全かつ快適に公共交通を利用
でき、利用者にとって円滑な移動
を確保するためには、基幹的な交
通基盤の整備に向けた長期的な
取り組みと、既存ストックを有効に
活用しながら対応する短期的な対
応が必要な中で、それぞれ適切な
取り組みを進めている。

 
成
果
の
向
上

№461
公共交通を充実す
る

区民をはじめ利用
者のだれもが、安
全かつ快適に公共
交通を利用でき、
利用者にとって円
滑な移動が確保さ
れている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№46
良好な交通環境を
つくる

A

・引き続き事業主体へ積極的に
働きかけを行うとともに、事業実
施に向けた環境整備や機運を高
めていく。

経
費

コ
ス
ト
指
標

経
費

コ
ス
ト
指
標

AA A

練馬区福祉のまちづくり条例に基
づき、区民、事業者の理解と協力
を得て、着実に目標を達成してい
る。

 
成
果
の
向
上

A

№454
だれもが利用しや
すいまちをつくる

公共施設をはじ
め、民間施設にお
いてもユニバーサ
ルデザインの考え
方に立った整備が
進み、だれもが安
全で快適に施設を
利用している状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№45
災害に強く生活し
やすいまちをつく
る

【建築確認前の事前協議書によ
る指導、審査】
・他部署との連携による協議数増
を図る
・審査、指導等の業務効率化と整
備率向上のためマニュアル、ＦＡ
Ｑを作成する
【既存建築物の整備促進】
・区民の生活に身近な施設の利
便性を向上させるため、助成制
度の効果的な運用について見直
しを行う。
・（公財）練馬区環境まちづくり公
社と連携し、助成制度普及、区民
意見聴取の効果的な実施を図
る。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
区内の都市計画道路の完
成率（累計）

％ 48 49 54 55

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 3,046,7021,978,276 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 200,720 203,440 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 4,300 2,788 ―

％ ― 1.4 0.9 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
　区道歩道延長距離（累
計）

km 122 122 126 129

成
果
指
標

②
自転車駐車場の整備（追
加整備）

台 － 760 2,350 5,950

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 5,196,4465,763,717 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 650,160 657,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 7,334 8,122 ―

％ ― 2.3 2.5 ―

会計名 ―
一般会計・公
共駐車場会計

一般会計・公
共駐車場会計 ―

　自転車走行レーンのモデル路
線を整備するとともに、通勤通学
者等を対象とした「自転車利用の
ルールとマナー」を普及するため
の各種事業を実施する。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

土
木
部

№463
快適な道路環境を
整備する

　歩行者空間が整
備されるととも
に、全ての区民の
交通安全への意識
が高まり、歩行者
等が安全かつ快適
に通行できてい
る。自転車に関し
ては放置自転車対
策や走行環境の整
備が推進されてい
る状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№46
良好な交通環境を
つくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

B1 A

　自転車の放置台数や交通事故
件数は低下し、道路の利用環境整
備についてもほぼ計画どおり進捗
している。
　また、交通事故は減少している
が、依然として高い水準にあること
や、放置自転車についても、買物
自転車対策などの新たな課題が
生じていることから、引き続き、課
題解消に向けて努力が必要であ
る。

 
成
果
の
向
上

№462
道路交通ネット
ワークを整備する 都市の骨格となる

主要な道路が整備
されることで、自
動車等の交通の円
滑化および歩行者
等の安全が図られ
るとともに、区民
等だれもが快適な
生活を送ることが
できている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№46
良好な交通環境を
つくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

都市計画道路の整備は交通の円
滑化の他に地域の活性化や防災
性の向上など広い分野にわたり必
要性が高く、効果も大きいことから
継続して進めていくことが求められ
ている。
今年度、一部路線において用地取
得に時間を要し目標を達成できて
いないが、着実に事業を進めてい
る。今後は土地収用法の活用など
を検討し、用地取得を進めていく。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

国からの交付金等を活用し、区
負担の軽減を図るとともに都区の
情報共有や連携を密に図りなが
ら実績の向上に努めるとともに、
用地取得が進んでいない路線に
ついて、土地収用法の活用を検
討していく。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

土
木
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

① 定期使用住戸数 戸 18 33 42 42

成
果
指
標

② 区営住宅の空き家募集数 戸 23 20 20 20

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 255,519 237,947 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 29,200 35,040 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 361 335 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

分譲マンション管理運営
無料相談と未来塾（マン
ションセミナー）参加人
数

人 129 107 155 160

成
果
指
標

②
住宅修築資金融資あっせ
んの融資実行率

％ 71 50 100 100

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 32,612 21,899 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 32,000 20,960 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 46 31 ―

％ ― 0.0 0.0 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

管理組合登録制度の創設を検討
し、区内分譲マンションに対する
情報提供等の支援拡充に取り組
む。また、公設掲示板でのポス
ター掲示や、新たな広報媒体の
活用により、本事業のＰＲを拡大
する。
住宅修築資金融資あっせんにつ
いては、他自治体の実施状況を
把握し、より活用しやすい融資
あっせん制度とするよう、事業内
容の見直しを検討する。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

№472
良質な住まいづく
りを支援する

住宅が適切に維持
管理されることに
より、良好な居住
環境が確保され、
区民が安心して快
適に住むことがで
きている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№47
安心して生活でき
る住まいづくりを
進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

A B

マンション管理士等の専門家の協
力を得ながら、セミナーや相談事
業を展開し、多くの区民の参加を
得ている。今後はさらに参加者の
拡大や情報提供の充実を図るとと
もに、大規模修繕や将来的には建
替えにも対応していく必要がある。
住宅修築資金融資あっせんは、問
合せ件数に比して、申込みが少な
い。手続きの簡素化等を検討し、
実効性を高める必要がある。

 
成
果
の
向
上

№471
公共賃貸住宅を適
切に管理・運用す
る

住宅の適切な入居
者管理と施設管理
が行われ、住宅に
困窮している区民
に対し、入居の機
会が公平に提供さ
れている状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№47
安心して生活でき
る住まいづくりを
進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

適正な入居者管理を進めたことに
より、高い収納率を維持しており、
また、目標である区営住宅の提供
戸数を確保できている。

 
成
果
の
向
上

収納率１００％を目指して、収納
マニュアルの充実を図る。
第３次住宅マスタープランに基づ
き、適正な入居者管理を継続し、
ペアリフォームの実施による単身
居住者の入居機会の確保を図
る。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
高齢者のための設備があ
る住宅の割合

％ 39.8 ― 50.0 50.0

成
果
指
標

②
高齢者集合住宅戸数の維
持

戸 140 140 140 140

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 254,585 241,920 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 13,200 15,040 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 359 341 ―

％ ― 0.1 0.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

№473
高齢者等が安心し
て暮らせる住まい
づくりを支援する

高齢者等のニーズ
に応じて改善され
た住宅が普及し、
だれもが生涯にわ
たって安全で快適
に住み続けられる
環境が確保された
状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№47
安心して生活でき
る住まいづくりを
進める

高齢期の住まいのあり方につい
ての研究を行う。
民間の既存建物を活用した家賃
補助事業においては、入居期間
が１０年を迎える世帯へ、契約期
限後の対応についてきめ細かな
情報提供を行う。加えて、低所得
の高齢者の住まい対策として、都
市型軽費老人ホームの整備等を
進めていく。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

健
康
福
祉
事
業
本
部

都
市
整
備
部
・
福
祉
部

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

住宅に困窮する低所得の高齢者
に住居を提供する本事業の必要
性が高いこと、また、適正な入居
者管理を行っていることなどから、
良好に進んでいる。また、中堅所
得の高齢者には、東京都住宅供
給公社や都市再生機構での高齢
者向け優良賃貸住宅の供給がさ
れており、情報提供等を行うことで
住宅の確保につながっている。
民間の既存建物を活用した家賃
補助事業の申込者は、例年、数多
く、高齢者の住まい確保を支援し、
生活困窮に陥らないために、有益
な事業として機能している。

 
成
果
の
向
上



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

成
果
指
標

①

区政情報の入手しやす
さ、意見の言いやすさに
満足している区民の割合

％ 42.0 38.4 57.5 60

成
果
指
標

②

ホームページ利用に関す
るアンケートの満足度の
割合

％ 71.9 75.4 83 84

成
果
指
標

③
区民情報ひろば等の利用
者数

人 － 15,875 20,000 20,000

投入経費 千円 ― 1,019,8691,180,496 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 432,800 435,520 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,439 1,664 ―

％ ― 0.4 0.5 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

① 経常収支比率 ％ 79.2
89.8

※速報値
80 80

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 349,576 360,032 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 249,520 257,360 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 493 507 ―

％ ― 0.2 0.2 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

①財政指標や財務書類を活用し
て財政状況の把握をし、公有財産
や基金、区債残高等の適正管理
に努め、持続可能で健全な財政運
営を進める。
②25年度については、事務事業総
点検の２年目として全ての事務事
業を歳入確保と歳出削減の双方
から見直し、財政構造の抜本的改
革に取り組む。

－

企
画
部

№512
健全な財政運営を
行う

持続可能な財政運
営を行うことによ
り、区財政の健全
性が保たれている
状態。

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

コ
ス
ト
指
標

B2 C

税収等の歳入の減少や生活保護
費等の扶助費の増加傾向が社会
経済情勢による外部要因としてあ
る。経常収支比率の数値は、これ
ら外部要因の影響に因るところが
大きい。区では24年度からの2か
年にわたり事務事業総点検を行
い、歳入確保と歳出削減の取組に
より、より効率的・効果的な財政運
営に努めるとともに、経常収支比
率の数値の改善に取り組んでい
る。しかし、24年度の経常収支比
率は89.8％（※速報値で未確定）と
目標値を達成できなかった。

 
成
果
の
向
上

評   価 改革・改善案

【５　行政運営分野　未来を拓く区政経営を進める】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№511
参加と連携による
開かれた行政を進
める

区民が必要とする
区政情報を容易に
入手でき、また容
易に意見を表明で
きることにより、
区政への参加・参
画が進んでいる状
態

B B1 B

①データ放送の開始など、区民等
が区政情報を入手できる手段をさ
らに充実させた。
②区報発行事務については、編
集・制作業務の委託による事務の
効率化を行いつつも、紙面および
記事内容を充実させた。
③区民情報ひろばの利用者数が、
来庁者が利用しやすい西庁舎１階
に移転した効果もあり、増加した。

 
成
果
の
向
上

①引き続き、区の政策に関する企
画記事や連載記事の充実を図る
とともに、区報に対する区民の意
見・要望の把握に努める。
②区ホームページのトップページ
を、シティプロモーションの観点か
らリニューアルする。
③区情報番組の「ねりまほっとライ
ン」について、記録資料としての二
次的な活用を図る。
④区政資料については、増加する
一方のため、限られたスペースで
どのように情報提供していくのか、
レイアウトや開架方法等につい
て、その時々の事情に応じて検討
を重ねていく。

－

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

区
長
室

コ
ス
ト
指
標

指標２
　歳出総額に占める割合



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【５　行政運営分野　未来を拓く区政経営を進める】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

区民意識意向調査におけ
る全施策に対する区民の
満足度

％ 53.3 50.4 60 60

成
果
指
標

② 職員数 人 5,077 4,582 － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 5,991,7865,672,190 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,115,3601,145,680 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 8,457 7,993 ―

％ ― 2.7 2.4 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①
特別区民税の現年課税分
収納率

％ 97.14 97.45 97 97

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 1,243,6611,297,814 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 840,720 827,360 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,755 1,829 ―

％ ― 0.6 0.6 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

・職員が滞納処分に専念できるよ
うにするため、委託業務を拡充す
る。
・税証明・軽自動車税業務の委託
を検証し、より効果的な業務体制
を構築する。

区
民
生
活
事
業
本
部

区
民
部

№514
区税負担の公平性
を確保する

公正で適正な課税
が行われ、かつ、
納税しやすい環境
の提供、適切な収
納対策により区税
収入が確保され、
区税負担の公平性
が確保されている
状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

・現年課税分収納率が上昇し、一
定の成果を上げたから。
・職員が研修等を通して公正で適
正な課税を行うための意識の向上
と正しい知識の習得に努めたか
ら。

 
成
果
の
向
上

№513
区民本位の効率的
で質の高い区政経
営を行う

区民へ質の高い行
政サービスを提供
するため、行政資
源が有効かつ効果
的に活用され、全
ての施策目標が達
成されている状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

成果指標は目標に達することがで
きなかったものの、本施策に属す
る事務事業の内部評価における
総合評価は約８割がＡ以上であ
り、施策の目的は一定程度達成し
たものと評価した。

 
成
果
の
向
上

・施策目標達成のためには職員一
人ひとりの意識向上が不可欠であ
ることから、各種職員研修の機会
を通じて行政改革の意義等をより
一層浸透させる。
・引き続き、成果重視の行政活動
を目指すとともに、区の政策的な
課題について幅広い区民の意見
をより深く聴取する仕組みづくりを
進める。

－

企
画
部



平成２５年度　施 策 評 価 総 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 成果
効率
性
総合
評価 総合評価の評価理由

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【５　行政運営分野　未来を拓く区政経営を進める】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

区民事務所・出張所窓口
サービス改善アンケート
による満足度

％ 73.5 85.4 80 82

成
果
指
標

② － － － － － －

成
果
指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 2,230,5452,464,654 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,688,7201,754,880 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,148 3,473 ―

％ ― 1.0 1.1 ―

会計名 ― 一般会計 一般会計 ―

成
果
指
標

①

国民健康保険料の収納率
（現年分・滞納繰越分合
計収納率）

％ 71.5 77.1 77.1 77.1

成
果
指
標

②

後期高齢者医療保険料の
収納率（現年分・滞納繰
越分合計収納率）

％ 98.9 98.2 99.0 99.0

成
果

指
標

③ － － － － － －

投入経費 千円 ― 7,431,3808,408,953 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 689,600 678,480 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 10,489 11,568 ―

％ ―
(国保)3.03
(後期)40.0

(国保)3.57
(後期)39.2 ―

会計名 ―

国民健康保険
事業会計

後期高齢者医
療会計

国民健康保険
事業会計

後期高齢者医
療会計

―

区
民
生
活
事
業
本
部

区
民
部

№516
医療保険等制度運
営を行う

国民健康保険、後
期高齢者医療制度
および国民年金制
度の安定的かつ効
率的な運営とサー
ビスの向上が図ら
れ、加入者が安心
して生活している
状態

B

指標２
　歳出総額に占める割合

№51

B1 A

国民健康保険、後期高齢者医療
制度を安定的に運営するため、内
部事務や窓口業務の委託を拡大
し、より効率的かつ効果的に進め
る。

社会保障・税の一体改革の実施
による国民健康保険の広域化、後
期高齢者医療制度の動向、年金
制度の変更などの制度改正の動
向を見据え、的確な対応を行うとと
もに、区民への分かりやすい周知
に努める。

国民健康保険料および後期高齢
者医療保険料が上昇している中
で、収納について一定の効果が上
がっており、制度の運営が適切に
行われていることから、総合評価
をＡとした。

 
成
果
の
向
上

持続可能な区政経
営を行う

経
費

コ
ス
ト
指
標

№515
基礎的な住民サー
ビスを効率的に提
供する

　住民記録や戸籍
にかかわる事務が
効率的かつ適正に
行われ、区民事務
所等における窓口
業務について区民
が満足できている
状態

A

指標２
　歳出総額に占める割合

№51
持続可能な区政経
営を行う

区
民
生
活
事
業
本
部

区
民
部

①区民事務所等のサービスの拡
充と事務の効率化に関する基本
計画を策定し、それに基づいて、
関係部署とも十分に連携を取りな
がら、接遇面の強化を含めた新た
な窓口体制の整備を行う。
②窓口の混雑緩和（待ち時間の短
縮）を図るため、検討部会を設置
し、これまでの対策を検証し、利便
性の高い効率的な窓口としてい
く。
③マイナンバー法の成立に伴っ
て、今後の国や他自治体の動向を
踏まえながら、コンビニ証明等の
検討を行う。
④区立施設改修改築後期計画に
基づき、施設の耐震補強・大規模
改修工事を進める。

経
費

コ
ス
ト
指
標

A A

①戸籍事務、住民基本台帳事務、
外国人登録事務等の正確かつ効
率的な運営が行われている。
②平成23年３月から自動交付機
は、21か所、22台で運用され、毎
年、着実に利用率が伸びている。
③混雑期の対策として、3月に臨
時窓口を開設し、窓口体制の改善
と出張所職員の応援体制を構築し
て、待ち時間の短縮を図った。

 
成
果
の
向
上


